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特 集 Ⅰ

わが国における近年の人口移動の実態―第６回人口移動調査の結果より―（その２）

近年における大都市圏の転入超過の分析

清 水 昌 人

Ⅰ． 研究の目的

2000年代の日本の人口移動で注目されるテーマの一つは，大都市圏，とくに東京大都市

圏での転入超過数の増加である．1990年代の大都市圏では，バブル経済崩壊後に転入超過

数が激減し，例えば1990年代半ばの東京圏（一都三県）では『住民基本台帳人口移動報告』

の調査開始後はじめて転出超過を経験した（総務省 2009）．しかし，大都市圏での転入超

過数はその後急速に回復し，1990年代終わりから，高度成長期・バブル経済期につづく戦

後三番目の転入超過の「波」を迎えることになった．2000年代の転入超過は，その規模，

継続期間ともにバブル経済期のそれに匹敵している（総務省 2009）．こうした状況を，戦

後の人口移動史における新たな局面と考えても，おそらく間違いではないだろう．

この転入超過の「第3波」の特徴や社会経済的な背景については，これまでにも幾つか

の調査・研究が行われてきた．既往研究によれば，概ね次のことが明らかになっている．

第一に，今回の転入超過は，大都市中心部での人口増加，いわゆる人口の「都心回帰」を

伴っている（総務省 2009，また山神 2003参照）．第二に，今回の転入超過は「第2波」

と同様，東京圏で突出している（中川 2005，総務省 2009）．第三に，3大都市圏別，時

期別に違いはあるが，全体として2003年以降における転入超過の改善には，相対的に転出
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本稿では，近年の大都市圏における転入超過の特徴を明らかにするため，転入・転出の時間差，

および学卒からはじめて仕事をもった時にかけて大都市圏に残留した人の属性を分析した．転入・

転出の時間差の分析では，住民基本台帳人口移動報告の男女別移動数を用い，大都市圏への転入数

が数年後の転出数を規定する関係を相関係数と単回帰分析により検討した．その結果，大都市圏か

らの近年の転出数は，先行する転入数の推移を考慮しても大きく減少していた．次に，大都市圏残

留者の属性を検討するため，「第6回人口移動調査」のデータにより，非大都市圏出身で高校より

上の学校を卒業した人のうち，学卒時に大都市圏に住んでいた25-39歳の人の分析を行った．ロジ

スティック回帰分析によれば，学卒後はじめて仕事をもった際の大都市圏残留傾向は，調査時年齢

が25-29歳，最初の職業が専門・管理職だった人などで相対的に強かった．逆に大学・大学院卒の

残留傾向は相対的に弱かった．より若いコーホートでの残留傾向の強さは，2000年代における経済

状況の地域差拡大などを反映したものと示唆される．



の減少が大きく寄与している（川相 2008）．第四に，少なくとも「都心回帰」には，都心

部での地価の下落や住宅供給量の増加などが関係している（国土交通省 2001，川相 2005）．

第五に，「第1波」「第2波」は好況時に起きたが，今回は「経済変動との関連がはっきり

しない」（中川 2005，p.66）．第六に，東京圏については女性，とくに高学歴女性の移動

が転入超過にかなり寄与している（中川 2005）．また年齢別には，東京圏と名古屋圏では

若年層を中心に幅広い年齢層が転入超過に寄与したが，関西圏では年少，高齢層が転出超

過の減少に大きく寄与したと推察される（川相 2008）．

他方，今回の大都市圏の転入超過は，長期化とともに複雑な様相を呈していることも明

らかになっている．このため，データの蓄積にあわせ，分析の手法や結果を再検討する必

要も出ている．例えば，手法上の課題として，転入超過に対する転入と転出の寄与の問題

がある．周知のように，大都市圏での転入量と数年後の転出量の間には関連がある（黒田

1990，阿部 1994）．転入・転出と転入超過の量的関係は基本的な論点なので，この点を踏

まえて分析方法を再検討し，既存の知見の妥当性を確認する必要があるだろう．また，そ

の他の分析結果や見解についても，時期や地域によって，必ずしも妥当といえない点も示

唆されている．例えば，経済変動との関連では，「都心回帰」の時期には少なくとも不動

産市場は活性化していたし１），2000年代半ば以降の一時期には，団塊の世代の大量退職を

前に，新規学卒者にとっての「超売り手市場」が出現していた（例えば，日経BPnet

2006年7月26日）．また，移動者の属性についても，1990年代後半の東京都心部の人口増

加を分析した研究によれば，移動者の属性にかなりの地域差があったと考えられる（宮澤・

阿部 2005）．これらの点については，「第3波」と「都心回帰」との関係を十分検討した

上で「第3波」との関わりを評価していく必要があるが，「第3波」における経済との関

連や移動者の属性の分析は依然限られており，今後も検討を進める必要がある．

本稿では，上記の課題のうち，転入・転出と転入超過の関係，および移動者の属性の問

題を取り上げ，「第3波」の特徴を検討する．経済との関係は，紙幅の都合により，職業

関係のデータに若干触れる程度とする．分析は2つに分けて行う．前半では，住民基本台

帳移動報告のデータを使い，転出減少の問題を取り上げる．具体的には，数年前の転入数

の変化を考慮した場合でも，「第3波」の転入超過に転出数の減少が寄与したといえるか

どうかを検討する．手法としては，阿部（1994）と類似の方法で転入・転出の時間差を検

討し，適当な時間差を考慮した場合の転出数の推移やその特徴を明らかにする．

分析の後半では，非大都市圏出身者のうち，大都市圏に流入後ある程度の期間滞在した

人を対象として，大都市圏残留の傾向と対象者の属性との関連を検討する．後でも述べる

が，前半の分析によれば，「第3波」の時期には非大都市圏から流入した人が大都市圏に

留まる傾向が高まったと示唆される．後半部では「第6回人口移動調査」のデータを用い

て，大都市圏残留傾向が近年の残留者・移動者の属性（性別，教育歴など）にどう規定さ

れているかを検討する．ただし，分析の対象は調査票の設計上，限定される．ここでは，
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1）住宅市場の影響は，とくに大都市圏内の住みかえ移動で大きいと思われるが，石川（2001）は，大都市圏・

非大都市圏間の移動にも影響があることを示している．



最終学校卒業時（以下「学卒時」とも標記する）からはじめて仕事をもった時（同「初職

時」）の居住地の変化を対象として，非大都市圏出身者の大都市圏での残留傾向と属性と

の関係を分析した．学卒から初職時にかけての移動は，人口移動全体の一部にすぎないが，

最近のコーホートの大都市圏・非大都市圏間の移動では，進学移動が重要な位置を占めて

もいる（中川 2001）．それゆえ，進学移動のその後についての分析は「第3波」の特徴の

解明にもある程度寄与すると考えられる．

Ⅱ．「第３波」の転入・転出と転入超過

すでに述べたように，日本の人口移動研究では，非大都市圏から大都市圏への移動

（「主流」）と大都市圏から非大都市圏への移動（「逆流」）の間に，時間差を伴った関係が

あることが知られている．その時間差は，黒田（1990，pp.32-33）によればピーク時の比

較では3年とされた．他方，阿部（1994）によれば，統計的に最も強い相関を示す時間差

は，移動数では8年，転出率（大都市圏，非大都市圏それぞれの人口で転出数を割ったも

の）では4年とされた．こうした時間差が生じる原因として，阿部（1994）は大学への入

学と卒業に伴う転入・転出（帰還移動など）をはじめ，いくつかの理由を挙げている．し

かし一方で，阿部は大学への進学移動が移動全体に占める割合が低いことも指摘しており，

主流と逆流の間に特定の時間差がある原因はあまり明確ではない．また，移動の実数と率

で時間差が大幅に異なる理由もはっきりしない．ただ感覚的には，大都市圏・非大都市圏

間の移動の多くが非大都市圏出身の若者によるもので，彼らの多くは，数年の滞在ののち

地元に戻る傾向があるだろうことは理解しやすい．非大都市圏からの転入規模が，数年後

の大都市圏からの転出規模を規定するという考え方自体は，妥当なものだと思われる．

本稿では，時間差が特定の値をとる理由は検討の対象にはせず，まず大都市圏の転出入

の動向を観察し，その後，両者の時間差について分析を行う．図1に，大都市圏の転出入

数の推移を示した．データは住民基本台帳移動報告の数値で，男女別に集計している．ま

た，本稿では転入超過数の変化に着目するので，分析指標には極大値や転出率ではなく，

移動数を用いている．

図1によれば，男性の非大都市圏から大都市圏への移動（転入）数は，高度成長期の

1960年代初め以降には60万人を越える規模だったが，1970年代前半に急減し，その後の安

定成長期にほぼ横ばいとなった．1980年代後半のバブル経済期にはやや増加がみられたが，

バブル崩壊後は移動数を減らし，1990年代半ば以降はおおむね横ばいか低下の傾向をみせ

ている．他方，大都市圏から非大都市圏への移動（転出）数は，1970年代前半まで大きく

増加し，その後1980年代後半まで減少する．1970年代半ばから1980年にかけては一時的に

転入を上回った．1980年代後半からは再び増加するが，1990年代前半には減少に転じ，

2008年時点まで一貫して減少傾向を示している．転入超過については，高度成長，バブル

経済，都心回帰の時期に転入超過数が増えたが，1970年代中頃と1990年代中頃には転出超

過となっている．

―3―



女性の移動数については，転入・転出とも男性より少ない．グラフの傾向は，おおむね

男性と似ているが，違う点もいくつかある．例えば，バブル経済期の転入，バブル崩壊後

の転出の増加が男性より目立たない．また，1990年代半ば以降，男性の転入がどちらかと

いえば減少気味なのに対し，女性ではほとんど横ばいにみえる．

本節の目的との関連で重要なのは，1980年代半ば以降の転入と1990年代半ば以降の転出

の関係だろう．図で明らかなように，転入超過の「第3波」は1990年代の終わり頃から始

まるが，その時点での転入・転出の傾向は前者が横ばい，後者が減少だった．このため，

「転入超過の増加はおもに転出減により引き起こされた」という解釈がされやすい状況に

あった．ただ，転入と転出の間に数年の時間差があるとすれば，1990年代後半の転出の減

少は，1980年代半ばから90年代前半にかけての転入の減少を反映したものと考えられる．

とすれば，この時期に転出が減少する可能性はもともと高かったともいえる．転入超過と

の関連でいえば，転出の低下よりも，むしろ転入が一定水準を保っていたことに注目すべ

きだと考えられる．少子化により，移動性の高い若年層が減っていることを考慮すれば，

転入数も減ると考えるのが当然だが，そうはならなかったためである．

しかし，2000年代に入ると，こうした時間差による転出の評価は，妥当性を欠くように

なったと思われる．すなわち，転入が横ばいになって数年たつのに，転出は横ばいにはな

らず減少を続けている．こうなれば，前述の「転出の減少による転入超過増」という説は，

少なくとも2000年代半ばについては，先行する転入の推移を考慮しても正しい，というこ

とになりそうである．ただこの場合でも，転入の横ばい傾向の重要性を無視するべきでは

ないと思われる．

以下では，こうしたグラフによる観察を，より数量的な形で示してみる．転入について

は，転出とは分析の枠組みが異なるので，検討対象は転出の変化に絞る．分析には阿部
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図１ 大都市圏・非大都市圏間の移動数

大都市圏：埼玉，千葉，東京，神奈川，岐阜，愛知，三重，京都，大阪，兵庫／非大都市圏：大都市圏以外
の道県．1972年までは非大都市圏に沖縄を含まない．
資料：住民基本台帳移動報告



（1994）と類似の手法をとった．すなわち，転入と転出の時間差（年）について，統計的

に最も相関が高い年を特定し，その時間差を用いて転入を説明変数，転出を非説明変数と

する単回帰分析を行う．さらに，そこで得られた傾きと切片から推定値を計算し，実績値

と比較する．上記のグラフの観察からは，「第3波」の時期には実績値が推定値を下回り，

その傾向は最近年になるほど顕著になると予想される．

表1に時間差別の転入数と転出数の相関係数を示した．1973年からは沖縄のデータが加

わるので，その点を考慮して転入・転出の対応をとっている．ただし，小笠原返還や越県

合併等に伴う移動数の変化については，ここでは考慮できていない．時間差は阿部

（1994）を参考に0年から12年まで計算した．1959-2008年の相関係数は，転入は1959年を

起点，転出は2008年を終点として固定したので，時間差ごとに組み合わせの数は変わる．

他方，参考までに，最近の傾向として，バブル経済を一応の区切りとした1985-2008年，

1991-2008年の相関係数も計算した．ここではサンプル数を確保するため，転出年をそれ

ぞれ1985-2008年，1991-2008年に固定し，転入年を時間差により変化させている．

1959-2008年のデータによれば，相関係数が最も高いのは時間差が7年の場合で，男性

で0.907，女性で0.950だった．阿部（1994）の分析では8年での相関係数が最大だったが，

分析の期間や男女別の検討により差が出たと思われる．実際，表1にあるとおり，分析の

期間が変わると結果は変化する．とくに女性では最近の移動ほど時間差が拡大している．

1991-2008年の場合，相関係数の最大値は男性で6年差（0.953）に対し，女性では11年

（0.961）だった．男性と女性で大都市圏・非大都市圏間移動の時間差パターンが乖離して

いるようにもみえる．

次に，1959-2008年のデータをもとに，時間差7年で単回帰分析を行った．その結果，

次の式が得られた．

y＝0.603x＋103853（男性），y＝0.556x＋81473（女性）
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表1 転入数・転出数の時間差別相関係数

時間差
（年）

1959-2008 1985-2008 1991-2008
男性 女性 男性 女性 男性 女性

0 0.351 0.443 0.697 0.549 0.778 0.453
1 0.502 0.569 0.761 0.613 0.812 0.559
2 0.646 0.690 0.835 0.692 0.870 0.686
3 0.763 0.793 0.891 0.745 0.914 0.765
4 0.837 0.865 0.923 0.775 0.929 0.788
5 0.878 0.911 0.941 0.802 0.943 0.814
6 0.900 0.939 0.954 0.833 0.953 0.866
7 0.907 0.950 0.947 0.844 0.941 0.903
8 0.903 0.948 0.928 0.850 0.926 0.939
9 0.874 0.926 0.884 0.842 0.891 0.945
10 0.820 0.885 0.817 0.821 0.838 0.946
11 0.756 0.834 0.726 0.797 0.775 0.961
12 0.682 0.773 0.584 0.741 0.695 0.953

下線部は最大値．
資料：住民基本台帳移動報告



この式に転入数の実績値を入れ，転出数の推定値を計算し，実績値と比べた（図2）．図

によれば，実績値と推定値がほとんど同じ時期もあるが，かなりの差がある時期もある．

実績が推定を大きく上回ったのは，高度成長期の終わりから石油危機等があった1970年代

前半，およびバブル経済末期からバブル崩壊にかけての時期だった．両時期は転入超過の

「第1波」「第2波」の終期にほぼ対応している．他方，実績が推定を大きく下回ったのは，

1970年代後半と2000年代半ば以降である．「第1波」で観察可能な時期は限られるが，少

なくともここで見る限り，「第3波」の残差には「第1波」「第2波」と異なった特徴があ

る．

実績値と推定値の乖離をより明確にするため，図3に推定値に対する残差の割合を示し

た．値が0より大きければ実績値＞推定値，0より小さければ実績値＜推定値である．男

女別にみると，1980年代には男性の，1990年代には女性の割合が高い点が目立つが，基本

的には似たような時系列変化をしている．

阿部（1994）によれば，転出率の分析にお

ける残差の変化パターンは，短期的・長期

的な周期性をもつとされる．本稿のように

移動数でみた場合でも，1990年代の終わり

ごろまでは，数年を単位とした周期性があ

るようにみえなくもない．しかし，2000年

ごろからのマイナス方向の変化は，それま

でとは質が異なるように思われる．割合が

マイナスになる年は，男性では1997年，女

性では2002年で男性のほうが早いが，男性

でもマイナスの割合が急激に低下していく

のは2002年ごろ以降だった．2008年の値は
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図２ 転出数の実績値と推定値

資料：住民基本台帳移動報告

図３ 残差が転出数の推定値に占める割合

資料：住民基本台帳移動報告



男性－17.3％，女性－18.1％で，絶対値としては1966年以降のデータでは最大となってい

る．図で見る限り，最近年の動きは過去の傾向からかなり逸脱しているように思われる．

なお，転入・転出の関係の変化は，表1の1991-2008年の相関係数から判断する限り，

男女で差があるようにもみえる．ただし，図3の2000年以降のグラフでは，男女であまり

差がない．図3で男女差が大きいのは1980-90年代なので，1991-2008年の相関係数におけ

る男女差は主に1990年代の動向を反映したものかもしれない．

以上，「第3波」では転出数の実績値が推定値を大きく下回り，その傾向は最近ほど顕

著になるという予想が確認された．過去の転入数の推移を考慮した場合でも，「第3波」

の転入超過には，転出数の減少が大きく寄与しているといってよいだろう．このことは，

大都市圏に転入した人々がその後大都市圏に残留する傾向が以前より強まっていることを

も示唆する．転入超過に対する転出減少の相対的な寄与については，今回の分析では転入

数の寄与を検討していないので何ともいえない．ただし，今回使用した回帰式によれば，

転入超過に対する転出減少の影響が

2002年以降に急激に拡大したことは確

かだと思われる．

前半の結論は以上のとおりだが，最

後に幾つかの点を補足しておく．一つ

は，転出の減少が「誰によって」もた

らされたのかについてである．上述の

とおり，今回の結果は大都市圏に転入

した人の間で大都市圏残留傾向が強まっ

たことを示唆するが，この解釈は転入

者と転出者が実質的に対応関係をもつ

こと，具体的には，転入と転出の大部

分が非大都市圏出身者で占められる状

況を前提としている．しかし実際には，

転出の減少は大都市圏出身者の転出減

少によっても生じる．そこで参考まで

に，転出者の出身地を「人口移動調査」で確認しておく．図4は第5回と第6回の「人口

移動調査」（2001，2006年）の「一年前の居住地」と調査時の居住地のデータを使って，

大都市圏から非大都市圏への移動者の出身地（中学校（旧制小学校・高小）卒業時点の居

住地）を示したものである．住民基本台帳移動報告と人口移動調査とでは移動の定義が異

なるので，上述の分析結果と完全に整合的なデータではないが，移動の観察期間を1年間

という短い期間に限定すれば，両統計はかなり対応すると考えられる２）．図をみると，大
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図４ 過去１年間の大都市圏から非大都市圏への

移動者の出身地

ここでの移動は1年前と調査時の居住地の変化で把握．
出身地は中学（旧制小学校・高小）卒業時の居住地． 5
回は2000.7.1と2001.7.1，6回は2005.7.1と2006.7.1の居住
地を比較．1年前の居住地，出身地が不詳の人は除く．
資料：人口移動調査

2）人口移動調査の移動の定義は国勢調査の定義に準拠している．大友（1996，p.43）によれば，国勢調査と住

民基本台帳移動報告の移動数を比べると，観察対象が5年より1年のほうが，前者と後者の差が大幅に縮まる．

両統計の違いは，おもに複数回移動する人をどう扱うかによって生じる．観察期間が短くなると複数回移動す

る人も減り，対応はよくなる．



都市圏から非大都市圏への移動では，大都市圏出身者もかなりの割合にのぼるが，それで

も男女とも全体の6-7割は非大都市圏出身者が占めている．また5回と6回の比較では，

男性ではほとんど割合に変化はないが，女性では非大都市圏出身者の割合がかなり減って

いる．勿論，例えば東京圏では東京圏出身者の割合自体が増加しているので（国立社会保

障・人口問題研究所 2009），出身地別割合を示したこの図から，非大都市圏出身者の転出

傾向がより弱まっているとはいえない．ただ，大都市圏から非大都市圏への移動者の大部

分が非大都市圏出身なので，非大都市圏出身者について「第3波」における転出減少の傾

向，言い換えれば大都市圏残留傾向の強化，を想定することは不可能ではないと思われる．

もう1点は，大都市圏の圏域設定の影響についてである．これは「都心回帰」と「第3

波」との関係に関わるが，要するに，転出の減少が大都市圏隣接県への郊外化の鈍化によ

るのか，それとも非大都市圏全般への転出減少によるのか，という問題である．この問題

を検討するには，大都市圏の圏域を広く取り，上の分析結果と同様の傾向が見られるかを

調べればよい．ここでは拡大大都市圏の圏域として，阿部（1998）が用いた14都府県を選

び（茨城，静岡，滋賀，奈良を追加），転入数・転出数の分析を行った．すると，上で示

したのと同じような傾向をもつグラフが得られた（本稿最後の付表，付図参照）．ここで

は，圏域設定の違いの影響を数量的に示す余裕はないが，グラフを見る限り，「第3波」

は長距離移動の変化によってもたらされた部分が大きいとはいえるだろう．

Ⅲ．学卒から初職時にかけての移動

本節では「第6回人口移動調査」のデータを用い，非大都市圏出身者を対象に，学卒か

らはじめて仕事をもつに至る際の，大都市圏残留傾向と残留者・移動者の属性との関係を

検討する．前節では，大都市圏での転入・転出の分析から，非大都市圏から転入した人々

が大都市圏で残留する傾向が強まっていることが示唆された．ただ同時に，大都市圏から

の転出には大都市圏出身者もかなりの割合を占めることも示されたので，ここでは調査デー

タを用いて，非大都市圏出身者に限定した残留傾向の分析を行う．一般に，大都市圏での

残留傾向は，全般的な景気の状況，雇用や所得の地域差などの経済要因に左右されると考

えられる．また，高等教育への進学率や進学先の変化，家族に関する規範など各種の社会

的要因とも関係している．本節では，経済の動向と残留傾向との関係は直接的には扱えな

いが，調査対象者の属性と残留傾向との関係を示すことで，「第3波」の規定要因考察の

一助とする．以下，扱うデータと分析の枠組みについて説明し，基本統計量，ロジスティッ

ク回帰分析の結果を示す．

まずデータについて述べる．最初に触れたように，ここでの分析対象は学卒から初職に

かけての大都市圏残留傾向に限定されている．これは調査票設計上の問題によるが，その

点について述べると以下のようになる．すなわち，大都市圏残留傾向の変化は，大都市圏

での滞在期間の変化と関係するが，「人口移動調査」の設問は人生事象（ライフイベント）

ごとの居住地を尋ねる形式が主で，大都市圏での滞在時間を計算できない設計になってい
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る．そこで，ここでは滞在期間の問題には踏み込まず，特定の2つの人生事象間で大都市

圏に残るかどうかに絞って分析を行うことにした．ただし，人生事象ごとの居住地の変化

から残留・移動を判断する場合，事象間の期間が長いとその間に移動が起こりうる．その

ため，分析対象をより明確にするには，当該の2事象ができるだけ連続していることが望

ましい．移動調査の項目では，おおむね連続して起こるだろう人生事象の組み合わせは，

学卒・初職時と初婚直前・直後のみである．ここでは進学移動の重要性を考え，前者を選

んだ．

分析対象者は，既述のとおり非大都市圏出身者だが，彼らの定義は中学卒業時に非大都

市圏に住んでいた人とした．高校進学時から大都市圏に移る人は少ないと思われることか

ら，高校より上の学校に進学して卒業し，仕事をもった男女を取り上げる．また，最近の

傾向に注目するため，対象者を調査時点で年齢が低い人に限定したが，24歳以下では在学

中の割合がまだ高いため，25-39歳を対象にした．この結果，分析対象の移動ないし残留

の時期は，ほとんどが1980年代終わりから2000年代初頭に限定されている．さらに，事象

の連続性を確保するため，最終学校卒業時の年齢とはじめて仕事をもった年齢が同じか，

後者が1歳高い人に対象を絞った．なお，大都市圏の定義はⅡと同じ10都府県としている．

分析の枠組みについては，回帰分析では，仕事をもった際に大都市圏に残ったか非大都

市圏に転出したかを非説明変数，対象者の属性を説明変数としている．属性として取り上

げたのは，性別，年齢，兄弟姉妹数，卒業した教育施設，学卒直後にもった仕事の従業上

の地位，および内容（職業）である．この分析では，他の変数の影響を補正した上で，各

変数が被説明変数にどのような影響を与えるかを見る．各変数につき，様々な想定ができ

るが，本節ではとくに年齢と教育歴の影響に着目したい．

まず年齢に関しては，集計データを用いたⅡの分析結果が非大都市圏出身者の学卒―初

職時の移動にも当てはまるなら，仕事をもった際に大都市圏に残る傾向は，学卒後に仕事

をもった時期が最近（2000年代）の人で高いと想定される．本分析では，年齢と相関が高

いため，時期を表す変数は入れていないが，両者の関係から考えると，より若い年齢層で

残留傾向が強いと考えられる．上述のように，最も若い年齢層でもおおむね2000年代初頭

までの動向しか示していないという限界はあるが，非集計データを使った分析で20歳代後

半の変数が有意になるかどうかが着目点となる．

他方，教育歴については，教育歴ごとにみた場合に残留傾向に違いがあるかに注目する．

この点に注目する理由は2つある．一つは，大学進学率が上昇し，進学者の多くが大都市

圏に集まる場合に想定される大都市圏残留傾向について検討するためである．単純に量的

な側面からいうと，大学卒業者は専修学校卒や短大卒よりも在学期間が長い．そのため，

彼らが大都市圏で増えることが近年の大都市圏残留傾向の強化につながったという見方も

ありえる．ただこの見方は，例えば大学卒の残留率が低ければ必ずしも成立しない．それ

ゆえ，近年の残留傾向の詳細を知るために，教育歴別の残留傾向の解明が重要となる．も

う一つの理由は，既存研究の問題点を検討するためである．中川（2005）によれば，大学

卒業者の東京圏への集中が加速しているとされる．しかし，この議論は主に純移動数を元
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にしたもので，卒業時点での移動性を示したものではない．また，教育歴別の移動の議論

では，高校卒と大学卒（江崎他 1999，山口 2000），大学卒とその他（中川 2005）などの

比較が目立ち，かなりの割合を占める専修学校卒や短大・高専卒者の動向は江崎他

（2007）などを除けばあまり触れられていないようである３）．ここでは，分析地域が大都

市圏全体なので，中川（2005）の分析とは異なるが，検討対象を大都市圏からの転出に限

定した上で，高等教育を受けた人のなかでの差やその特徴を検討したい．

表2に，分析に用いる各変数の基本統計量を示した．この表では大都市圏残留者と帰還

移動者の属性の違いが示されている．表の結果をまとめると，以下のようになる．大都市

圏残留者と帰還移動者とを単純に比べた場合，前者では女性，25-29歳，専修学校卒，学

卒直後の仕事で従業上の地位が正規職員，専門・管理職だった人の割合が相対的に高い．

兄弟姉妹数は前者で平均値が低かった．女性で残留傾向が強い点は，既存の研究結果と整

合している（例えば国立社会保障・人口問題研究所 2009，p.33）．年齢についても予想通

りである．また，大都市ほど高度な専門知識が必要とされる職種が多いことを考えると，

専門・管理職で大都市残留傾向が強

いのも自然といえる．他方，兄弟姉

妹数と教育歴については，一般的な

印象とは異なる結果が出ている．

「潜在的他出者」仮説（伊藤 1984）

をもとにすれば，兄弟姉妹数が少な

いほど親の世話などの理由で帰還し

やすいと考えられるが，ここでの結

果は逆になっている．しかし，平均

値の差や標準偏差を見る限り，値の

評価には留保が必要と思われる．他

方，教育歴については，割合の差が

かなり明確で，大学・大学院卒で最

も残留傾向が弱い．一般に，大学・

大学院卒は専門・管理職と結びつき

が強く，大都市圏に集まりやすいイ

メージがあるが，今回の結果では，

専門・管理職と大学・大学院卒の残

留傾向に乖離がみられる．この原因

の一つには，大都市圏での滞在期間

の問題があるのかもしれない．一般
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表２ ロジスティック回帰分析に用いた変数の

記述統計量

残留（＝1） 帰還（＝0）
平均 標準偏差 平均 標準偏差

性別
男性 0.46 - 0.55 -
女性 0.54 0.50 0.45 0.50

調査時年齢
25-29 0.30 0.46 0.21 0.41
30-34 0.30 - 0.39 -
35-39 0.41 0.49 0.40 0.49

兄弟姉妹数 1.38 0.65 1.42 0.71

教育歴
専修学校 0.24 - 0.14 -
短大・高専 0.23 0.42 0.21 0.41
大学・大学院 0.53 0.50 0.65 0.48

学卒直後の従業上
の地位
正規職員 0.93 0.26 0.86 0.34
その他 0.07 - 0.14 -

学卒直後の職業
専門・管理 0.45 0.50 0.30 0.46
事務 0.28 0.45 0.32 0.47
その他 0.27 - 0.38 -

N 138 133
（％） 50.9 49.1

兄弟姉妹数は量的変数．
資料：第6回人口移動調査

3）教育歴別の差については，例えば就職内定率には，専修学校，短大，高専と大学の間に大きな差がある．文

部科学省と厚生労働省（産経新聞2009年11月19日報道）によれば，2010年3月卒予定者の就職内定率（10月 1

日現在）は，専修学校43.4％，短大29.0％，高専94.7％，大学62.5％などとなっている．



に大都市圏での在学期間は，専修学校卒よりも大学・大学院卒のほうが長い．Ⅱでみたよ

うに転入・転出の時間差が0年から7年に近づくほど両者の相関が高まることを考えれば，

より長く滞在した大学・大学院卒のほうが，卒業時点で帰還しやすくなる可能性もある．

また，職業との関連については，大学・大学院卒でも，とくに文系であれば，最初の仕事

で専門的・管理的職業につけるとは限らない．技術系の専修学校を出ている人のほうが専

門的職業につきやすい場合もあるだろう．こうした点が，専門・管理職と大学・大学院卒

の残留傾向の乖離の一因とも考えられる．

次に，上記の変数を用いて，ロジスティック回帰分析を行った（表3）．非説明変数は，

大都市圏残留者が1，非大都市圏への転出者が0の2値変数であり，説明変数のオッズ比

は，参照カテゴリを基準とした場合に，各カテゴリの人が大都市圏に残留する確率の高さ

を示している．表3のオッズ比をみると，説明変数と非説明変数の間には，基本的には表

2でみたのと同じ傾向がみられる．ただし，統計的に有意な変数は一部に限られる．年齢

については，予想通り25-29歳で残留傾向が相対的に高く，統計的にも有意であった．分

析対象の時期が限定されているので曖昧さは残るが，他の変数の影響を補正しても，前節

で観察された傾向が学卒－初職時の移動でも見られることが示された．年齢以外の変数で

は，「大学・大学院」，および「正規職員」と「専門・管理職」が統計的に有意であった．

参照カテゴリの属性を持つ人にくらべ，

前者は大都市圏に残留する確率が低く，

後二者は高い．なお，性別，兄弟姉妹数

は統計的に有意にならなかった．

分析結果について考察を2点加える．

1点めは，専修学校卒にくらべ，大学・

大学院卒の人で残留確率が低く，帰還確

率が高くなる点についてである．この結

果は，分析サンプルが少ないため説得力

に欠けるかもしれないが，人的資源の確

保という面では非大都市圏にとって興味

深い結果だと思われる．また大都市圏の

側からは，少なくとも進学移動全体をみ

た場合，大都市圏への進学者に占める大

学進学者割合の増加は，卒業―就職時の

大都市圏残留率を引き下げる方向に働く

可能性がある．これは，先に述べた在学

年数の長期化による残留傾向の強化とい

う想定に留保を促す結果といえる．他方，

既存研究との関係では，今回の結果は近

年の教育歴別卒業者の移動の一特徴を示
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表３ ロジスティック回帰分析の結果

残留＝1，帰還＝0
オッズ比 標準誤差

性別
(男性) -
女性 1.472 0.293

調査時年齢
25-29 2.280** 0.343
(30-34) -
35-39 1.290 0.296

兄弟姉妹数 0.780 0.193

教育歴
(専修学校) -
短大・高専 0.515 0.432
大学・大学院 0.451** 0.368

学卒直後の従業上
の地位
正規職員 2.380* 0.447
(その他) -

学卒直後の職業
専門・管理 2.357*** 0.313
事務 1.404 0.339
(その他) -

尤度比 24.1604***
N 271

兄弟姉妹数は量的変数．かっこ内は参照カテゴリ．
***p<0.01，**p<0.05，*p<0.10
資料：第6回人口移動調査



したといえるが，例えば江崎他（2007）の研究では，専門学校・短大卒の「学卒Uター

ン率」が大学・大学院卒を上回っており，今回とは異なる結果が出ている．江崎他

（2007）の研究は山形県庄内地域出身者が対象で，学卒時の地域も大都市圏には限定され

ていない．そのため結果が異なることは十分あり得るが，出身地域別の傾向などを含め，

教育歴ごとの特徴については今後も検討していく必要がある．他方，東京圏への大卒者の

集中を明らかにした中川（2005）の分析に関しては，本稿の結果とは必ずしも矛盾しない．

先に述べたとおり，中川（2005）は東京圏の純移動，すなわち転出だけでなく転入も考慮

したものを分析している．対象地域の違い，および初職時に非大都市圏から大都市圏へ移

動してくる大学・大学院卒者の動向を考えれば，ここでの結果が中川（2005）の結論と対

立するわけではない．

2点めは，年齢の影響の中身である．ここでの年齢には，コーホート自体がもつ特性と

はじめて仕事をもった時期の影響とが含まれており，変数としては曖昧なものといえる．

ただ，コーホートの特性が，分析に投入した他の変数である程度表現されているとすれば，

年齢の影響の中身は「時期」の影響が主となるだろう．一般に，長距離移動の研究で「時

期」の影響といえば，経済的な影響が重要な要因としてあげられることが多い（例えば伊

藤 2006）．そこで2000年代の経済状況について簡単に見ておくと，地域差が拡大傾向にあ

ることが分かる．例えば，一人あたり県民所得の変動係数は2002年以降から上昇傾向にあ

る（内閣府経済社会総合研究所 2009）．また，有効求人倍率については，2000年代の関西

圏の有効求人倍率は他のブロッ

クよりとくに高くはないとい

う指摘もあるが（川相 2008），

例えば南関東の値は1990年代

後半から大きく上昇し，2000

年代には他の多くの地方を上

回るようになった（図5）．

繰り返してきたように，本節

の分析では分析対象の時期が

主に2000年代初頭までなので

明確なことはいえないが，大

都市圏での残留傾向にはこう

した経済的な地域差，とくに

大都市圏での経済状況の相対

的な伸びがある程度影響して

いるように思われる．ただし

「第3波」全体についていえ

ば，最近年，とくに2008年ご

ろからは日本の経済状況が全
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図５ 有効求人倍率の推移（年平均）

パート含む．
北海道（北海道），東北（青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島），
南関東（埼玉，千葉，東京，神奈川），北関東・甲信（茨城，栃木，
群馬，山梨，長野），北陸（新潟，富山，石川，福井），東海（岐阜，
静岡，愛知，三重），近畿（滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山），
中国（鳥取，島根，岡山，広島，山口），四国（徳島，香川，愛媛，
高知），九州（福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄）
資料：職業安定業務統計



体として急速に悪化しており，今後は別の動きが見られるかもしれない．

Ⅳ まとめと今後の課題

本稿では，2000年代にみられた大都市圏での転入超過傾向について，転入・転出の時間

差の関係，および学卒からはじめて仕事をもった際の移動を分析し，その特徴を明らかに

した．第1に，1959-2008年の住民基本台帳移動報告のデータを用いて，大都市圏への転

入数とその後の転出数の時間差が7年のときに，男女とも転入・転出の相関係数が最も高

くなることを示した．また，時間差7年で単回帰分析を行うと，回帰式による推定値と残

差の割合は2000年代はじめにマイナスになり，その後急速に低下することを明らかにした．

このことから，先行する転入数の推移を考慮しても，最近の大都市圏での転入超過には転

出数の減少が大きく寄与しており，大都市圏に転入した人々の大都市圏残留傾向が強まっ

ていると示唆されることが分かった．第2に，非大都市圏出身者の大都市圏での残留傾向

を検討するため，「第6回人口移動調査」のデータを用い，非大都市圏出身者で高校より

上の学校を卒業した人のうち，学卒時に大都市圏に住んでいた25-39歳の人を対象に，学

卒後はじめて仕事をもった際の大都市圏残留傾向と属性との関係を検討した．ロジスティッ

ク回帰分析によれば，25-29歳，学卒直後の仕事で正規職員，専門・管理職だった人で，

大都市圏での残留傾向が有意に強かった．また専修学校卒業者にくらべ，大学・大学院卒

業者の大都市圏残留傾向は有意に弱かった．転入・転出の時間差の分析で想定された非大

都市圏出身者の大都市圏残留傾向の強化が，より最近卒業した人の学卒－初職時の移動で

も見られることが示された．また教育歴別傾向の差は，高学歴者の大都市圏への集中の一

特徴を示すと思われる．年齢の変数の影響は，おもにはじめて仕事をもった時期の影響を

表すと考えられる．分析対象の時期が限定されているため曖昧さは残るが，時期の影響の

中身として，有効求人倍率等の経済状況の地域差が2000年代に拡大していることなどが示

唆される．

先にも述べたが，今回は大都市圏への転入について分析できなかった．今後は転入の要

因について分析を行うとともに，最近年の経済不況の影響もふまえ，転入超過の「第3波」

がこの先どうなるのか注意深く観察していく必要があるだろう．
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Ananalysisofrecentnetmigrationincreaseinthemetropolitanareas

MasatoSHIMIZU

Thispaperaimsatclarifyingsomecharacteristicsofrecentnetmigrationincreaseinthe

metropolitanareasinJapan.Ouranalysisconsistsoftwosections.Thefirstsectionexamines

time-lagbetweenin-andout-migrationinthemetropolitanareasbyusingthenumbersofmigration

derivedfromthebasicresidentregistersforthe1959-2008period.Theanalysisofcorrelation

coefficientandasimpleregressionanalysisindicatethatthenumberofout-migrationapparently

declinedinthe2000s,evenifwetakeintoaccounttheforegoingin-migrationtrend.Out-migration

declineinthe2000sthusseemstohavesubstantiallycontributedtotherecentnetmigrationsurge

inthemetropolitanareas.

Thesecondsectionexplorestheattributesofout-migrantsfromthemetropolitanareasbyusing

thedataofthe6thNationalSurveyonMigrationconductedin2006.Theobjectsoftheanalysis

werethoseatages25-39,whohadfinishedmiddleschoolsinthenon-metropolitanareasandlived

inthemetropolitanareasatthetimeoftheirgraduationfromthelastschools(abovehighschools).

Alogisticregressionanalysisshowsthatthosewhowereatages25-29,obtained"regular

employee"statusand"specialized/management"jobsattheirfirstworkplacesweremorelikelyto

stayinthemetropolitanareaswhentheyobtainedtheirfirstjobsrightaftertheirgraduation.Onthe

otherhand,theoddsratioofuniversitygraduates(undergraduateorgraduate)tostayis

significantlylowerthan"specialvocationalschool"graduates,illustratingoneaspectsoftherecent

concentrationofthehighlyeducatedinthemetropolitanareas.Thehigheroddsratioofyounger

cohorttostayimplies"period"effects,someofwhichwouldhavebeencausedbyincreasing

geographicaldisparityofeconomicconditionsinthe2000s.
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付図１ 拡大大都市圏・非大都市圏間の移動数

大都市圏：茨城，埼玉，千葉，東京，神奈川，岐阜，静岡，愛知，三重，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良／
非大都市圏：大都市圏以外の道県．1972年までは非大都市圏に沖縄を含まない．
資料：住民基本台帳移動報告

付図２ 残差が転出数の推定値に占める

割合（拡大大都市圏）

資料：住民基本台帳移動報告

付表１ 転入数・転出数の時間差別

相関係数（拡大大都市圏）

時間差
（年）

1959-2008
男性 女性

0 0.376 0.529
1 0.531 0.649
2 0.679 0.762
3 0.794 0.853
4 0.863 0.910
5 0.893 0.941
6 0.905 0.955
7 0.905 0.954
8 0.896 0.942
9 0.865 0.915
10 0.815 0.874
11 0.752 0.821
12 0.677 0.759

資料：住民基本台帳移動報告
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特 集 Ⅱ

男女労働者の働き方が東アジアの低出生力に与えた影響に関する国際比較研究（その２）

東アジアにおける同棲とその関連要因

―学歴との関連を中心に―

小 島 宏＊

Ⅰ．はじめに

二十数年前に筆者（小島 1983）は欧米諸国における同棲増加とその人口学的影響につ

いて文献サーベイを行ったが，若年における失業者と不安定就業者の増加，女性の四年制

大学進学率上昇をはじめとする近年の日本の若者を取り巻く状況は第1次・第2次のオイ

ルショック後に「ライフコース戦略」として同棲が広がり始めた一部の西欧諸国の状況に

似たところがあるように思われる．その後，「結婚適齢期」が高等教育を受けたり職業キャ

リアを積んだりする時期に重なることから，女性が同棲によって平等主義的な男女関係を
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本稿では同棲状態・同棲経験とその関連要因に対する学歴の影響を中心として，内閣府政策統括

官（共生社会政策担当）付少子化対策推進室による2009年の「アジア地域（韓国，シンガポール，

日本）における少子化対策の比較調査研究」の付帯調査のミクロデータと2005年の「少子化社会に

関する国際意識調査」のうちの日韓2カ国分のミクロデータを比較分析した結果を示した．

ロジット分析の結果，東アジア3カ国における調査時点での同棲状態と同棲経験に対して，20代

後半の年齢階級ないしそれと高学歴の交差項が正の効果をもつ場合が多く，40代の年齢階級ないし

それと高学歴の交差項が正の効果をもつ場合が比較的多いこと，また，同棲状態と同棲経験に対し

て高学歴そのものは負の効果をもつ傾向があることが示された．他方，比例ハザード分析の結果，

（中低学歴者の）婚前同棲経験は日本の男女とシンガポールの女性で結婚とその後の出生を促進す

る（早める）傾向がある一方，高学歴者の婚前同棲経験は日本とシンガポールの女性で出生を抑制

する（遅らせる）傾向があるが，韓国の男性では促進する場合もあることも示された．

結局，同棲とその関連要因の規定要因については日韓両国の一部のものを除き東アジア3カ国全

体での共通点は少ない．要因によって共有する国や性別の組合せが変わるようである．むしろ，年

齢の負の効果と学歴の負の効果といった3カ国全体での共通点が浮き彫りになったように思われる．

しかし，日本については近年，20代後半の高学歴女性で同棲経験が多かったといった新たな知見が

示された点で，本稿に若干の意義はあろう．

*早稲田大学社会科学総合学術院



保ちながら潜在的な結婚相手をキープするためのライフコース戦略として「同棲戦略」が

採られているとフランスの家族社会学者deSingly（1987）によって指摘されたが，その

ようなライフコース戦略が日本の女性によっても採られ始めている可能性がある．

岩澤（2005）も慎重ながらパートナー関係の選択肢として今後，同棲が増加する可能性

を示唆している．日本では高度経済成長開始以前の農外就業機会が少ない時期に伝統的な

タイプの婚前同棲とも言える「足入れ婚」が農村で少なからずあり，その後，現在の30代

男女の親の世代に当たるベビーブーム世代や後続世代が大学に進学し，大学進学率が急上

昇した時期に「同棲時代」という言葉が流行したが，これらの時期に青春時代を過ごした

世代に子供や孫の世代が同棲することに対して理解があるとすれば，今後，同棲が急増す

る素地が十分にあると言えよう．

実際，内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付少子化対策推進室では2005年の「少子

化社会に関する国際意識調査」（日本，韓国，アメリカ，フランス，スウェーデンの5カ

国を対象）に続き，2009年に「アジア地域（韓国，シンガポール，日本）における少子化

対策の比較調査研究」の一環として東アジア3カ国で意識調査を実施したが，2005年調査

において日本で0.9％であった20～49歳男女の調査時における同棲割合が，2009年調査に

おいては2.9％に上昇しているだけでなく，同棲経験割合が13.2％から22.5％へと上昇して

いる．2005年前後の他の調査（不破 2007，岩澤 2005，三田・岩澤 2007，津谷 2006，津

谷 2009）の結果から見ると2005年調査の結果が過小であったにしても，2009年調査の結

果が示すとおり，近年，同棲が実際に増加している可能性が高い．2009年調査では2005年

調査と同様，同棲状態・同棲経験とその関連要因の分析が可能となったという点で意義深

い．また，その関連要因を探ることにより，政策的対応についてなんらかの手がかりを得

られる可能性もある．

以前，共著論文（RalluandKojima2002）でフランスについては同棲・初婚の状態・

タイミング等の規定要因の分析を行ったが，日本については初婚の規定要因の分析しかで

きなかった．そのことが念頭にあった上，内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付少子

化対策推進室による「アジア地域（韓国，シンガポール，日本）における少子化対策の比

較調査研究」に専門委員として参画して調査データに関連して執筆し（小島 2009c），そ

の際に2回分の調査のミクロデータの継続的な学術利用を許可されたことから，本稿では

日本，韓国，シンガポールにおける同棲とその関連要因に対する学歴の影響を中心に比較

分析を行うことにした．

本稿においては同棲状態・同棲経験とその関連要因に対する学歴の影響を中心として，

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付少子化対策推進室による2009年の東アジア3カ

国比較調査（以下では「2009年調査」と省略）と2005年の5カ国比較調査（以下では

「2005年調査」と省略）のうちの日韓2カ国分のミクロデータを比較分析した結果を示す

ことにする．なお，それに先立ち，クロス表分析の結果を示すが，この部分とそれに先立

つ部分は内閣府報告書の拙稿（小島 2009c）とある程度，重複することを予めお断りした

い．

―18―



Ⅱ．既存研究

欧米諸国では同棲の頻度が以前から高かったため，その関連要因を分析した研究は1980

年代から少なからずあるが，日本では頻度が低かった上，ある程度大規模な調査で同棲状

態・同棲経験について尋ねたものが少なかったため，既存研究が比較的少ないと言えよう．

日本の研究者で日本について調査時点での同棲状態の規定要因について多変量解析を最初

に実施したのは，岩澤（2005）が指摘するとおり鈴木（2002）が最初のようで，1992年

「第10回出生動向基本調査・独身者調査」のミクロデータを用いて調査時に18～49歳（全

数を使ったとすれば）の未婚男性では農業・自営，DID居住，未婚女性では中卒，農業・

自営，DID居住の場合に同棲中の者が多いことを見いだした．

岩澤（2005）は2004年「第1回人口・家族・世代世論調査」のミクロデータを用いて調

査時に20～49歳の女性について1954～64年生まれと1980～84年生まれで1年以上の同棲経

験確率が低く，中卒で高く，短大・高専卒で低く，父親が中卒の場合に低く，専門（専修）

学校卒の場合に高いことを示している．また，1954～64年生まれと1980～84年生まれで同

棲持続期間が短く，中卒で長く，短大・高専卒と大学・大学院卒で短く，父親が専門（専

修）学校卒の場合に長いことも示している．同じデータを用いてその研究を拡張した

Raymoetal.（2009）では1965～79年生まれで同棲経験確率が高く，短大卒・大卒で低

く，学卒後のパート就業・自営従事の場合に高く，若干の意識変数が有意な効果をもつこ

とが見いだされた．また，同棲持続期間については父親の学歴が弱い正の効果をもち，若

干の意識変数が有意な効果をもち，同棲の結婚への移行については父親の学歴が負の効果

をもち，若干の意識変数が有意な効果をもつことも見いだされた．

津谷（2006）は2004年「結婚と家族に関する国際比較調査」のミクロデータを用いて調

査時に25～69歳の女性では同棲経験確率が年齢とともに下がり，中卒以下で高く，短大・

高専卒，大学・大学院卒で低く，妹が2人以上の場合に高く，15歳時に父親不在の場合に

高いことを示すとともに，25～69歳の男性でも同棲経験確率がほぼ一貫して年齢とともに

下がり，中卒以下で高く，大学・大学院卒で低く，学歴不詳・無回答で高く，兄が2人以

上の場合に高く，15歳時に父親不在の場合に高いことを示している．また，津谷（2009）

は2004年調査に加えて2007年調査のパネルデータを用いて，学卒後の正規雇用が男性では

同棲経験に有意な効果をもたないが，女性では有意な負の効果をもつこと，男性では中卒

以下の学歴が弱い正の効果をもつこと，大卒の学歴が男女とも負の効果（男性では各種専

門学校卒，女性では短大卒も負の効果）をもつこと，男性では25～39際，女性では25～34

歳にピークがあることを示している．しかし，その分析結果の表は年齢と学歴の交絡作用

がある可能性を示すようにも見受けられる．

また，不破（2007）が利用しているのがインターネット調査（経済産業省の2005年「結

婚相談・結婚情報サービスに関する調査」）のミクロデータで，同棲については多変量解

析を行っていないが，同棲に関する新たな傾向を示しているように見受けられる．また，
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善積（1994）による1992～93年の非法律婚カップル調査では4つの類型のうち「制度的阻

害要因型」（国籍，経済的理由，子の立場考慮，重婚）には中高卒が多く見られるものの，

それ以外にも3類型があることから，岩澤（2005）が指摘するような同棲経験者間での異

質性が考えられるため，仮説を設けるのが難しい面もある．

小島（2009b）は仮説を設けずに，内閣府の2009年調査のミクロデータを用いて，3カ

国についてほぼ同一のモデルによって調査時点での同棲有無と同棲経験有無のカテゴリー

変数を従属変数とする2項ロジット分析を行うとともに，調査時点の年齢と同棲開始年齢

から同棲開始年と同棲持続期間を推定し，それらに基づくカテゴリー変数を従属変数とす

る2項ロジット分析も行った．日本については独立変数として性別，年齢，学歴，職業，

就業状態，市郡区分（政令指定都市，その他の市部，郡部），宗教の有無をいずれもダミー

変数として用いた．その結果，調査時点での同棲に対して20代前半の年齢が正の効果をも

ち，高等教育が負の効果をもった．また，同棲経験に対しては女性であること，年齢，高

等教育，公務員・家事従事，郡部居住，宗教をもつことが負の効果をもった．同棲経験者

の同棲開始時期については，前回調査実施年の2005年以降の開始に対して自営業者，専門

職，失業者であることが正の効果をもち，年齢が負の効果をもった．また，1999年以降

（本稿の分析における区分では2000年以降）開始に対して年齢が負の効果をもち，高等教

育と自営業従事（農業を含む）が正の効果をもった．同棲持続期間については非正規就業

が2年未満の同棲に正の効果をもち，学生・無職であることと失業者であることが4年未

満の同棲に負の効果をもった．

他方，竹沢（2005）は2004年「ジェンダー研究のフロンティア」韓国パネル調査のミク

ロデータを用いてソウル首都圏における同棲経験について分析し，男女において学歴が負

の効果をもつほか，男性では離婚経験が正の効果をもち，女性では非伝統的意識が正の効

果をもつことを示しているが，内閣府調査では離婚歴がわからず，意識については潜在変

数が同棲と非伝統的意識の両者を規定している可能性が否定できないため，本稿の分析で

はこれらの変数を導入しないこととする．研究の蓄積がある欧米諸国の研究では必ずしも

同様な独立変数が利用可能ではなく，東アジア諸国と同様，遅れて同棲が広がりつつある

南欧諸国では規定要因の効果が異なる場合もあるようで，北西欧を中心とする欧米諸国の

既存研究に依拠して仮説を構築するのが良いのかどうかもわからない．

実際，欧米諸国の中でも遅れて「第 2の人口転換」を経験し，超低出生力に直面したと

いった点で東アジア諸国と類似性がある南欧諸国では同棲が急増しつつあるが，北西欧諸

国とは若干異なるパートナー関係全般の変化を示しており，東アジアに関する分析の参考

になるように思われる．日本については福田（2007a,2007b）の実証分析結果にも依拠す

るものと思われるが，Dominguez-FolguerasandCastro-Martin（2008）は女性の経済

的自立（教育水準・就業率の向上）が結婚の「利得」と望ましさを減らしたとする「自立

仮説」が当てはまることがミクロデータにより実証されているのは先進諸国の中ではイタ

リアと日本くらいだとの認識の下で，同仮説がスペインとポルトガルに当てはまるかどう

かをミクロデータの実証分析で検証することを試みた．その結果，両国で高学歴が結婚に
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対して負の効果をもち，その効果が最近の出生コーホートほど強まっており，結婚につい

ては「自立仮説」が支持された．

結婚に関する「自立仮説」について詳しくは福田（2007a）のレビューを参照されたい

が，同仮説によれば，結婚よりも平等主義的なパートナー関係をもたらす同棲に対して高

学歴は正の効果をもつはずである．しかし，Dominguez-FolguerasandCastro-Martin

（2008）によれば，ポルトガルでは高学歴が同棲に対して抑制効果をもつのに対し，スペ

インでは高学歴が結婚と比べた場合の同棲には促進効果をもつが，未婚と比べた場合の同

棲には促進効果をもたないことから，同仮説は必ずしも支持されていない．Dominguez-

FolguerasandCastro-Martin（2008）は他の研究者の研究成果を引用しながら，南欧で

は北西欧のように同棲中の男女の関係が平等主義的にならず，男性が家事・育児にあまり

参加しないため，高学歴女性にとって同棲が未婚と比べて十分に魅力的ではないのではな

いかと述べている．日本における近年の同棲，特に「プチ同棲」や「半同棲」においても

男女関係が必ずしも平等主義的でないとの風説もあるので，いずれは検証すべき仮説とな

るかもしれない．

Dominguez-FolguerasandCastro-Martin（2008）によれば，スペインでは教育の同

棲に対する効果が出生コーホート間で一貫しているのに対し，就業は年長のコーホートで

は結婚に対して抑制効果があるが，年少のコーホートでは結婚と同棲，特に同棲に対して

促進効果がある．このような変化の背景には近年における全般的な高学歴化と雇用の不安

定化により女性が「自立」を維持することが困難になる状況があるとしており，同様な状

況がある日本でも出生コーホート間で同棲に対する教育や就業の効果に変化がある可能性

も考えられる．

L�offler（2009）はイタリアのパネル調査のデータにより親の学歴をコントロールする

と女性の学歴が同棲に対して負の効果をもつが，コントロールしないと正の効果（かすか

にＵ字型の効果）をもつことを見いだした．また，失業した女性は同棲を経ないで直接結

婚する可能性が高いことも見いだしたが，これには同棲の場合に親からの住宅援助を得に

くいことも関わっているとのことである．Schr�oder（2008）はイタリア南北2地域にお

ける定性的な研究により，雇用の不安定性が同棲の緩慢な普及にどのような影響を与えて

いるかを検討したところ，カップルが少なくとも一時的な仕事に就ける可能性は北部の方

が南部より高いため，また，北部では親の援助も期待できるため，北部では同棲を決意す

る際の障害が少ないのに対して，南部では親の承認が得られず，援助を期待できないこと

が多いため，同棲するのが経済的に困難であることを見いだした．日本でも近年の不況が

結婚だけでなく，同棲を含むパートナー関係全般の形成を抑制している可能性も考えられ

る．

カナダにおける同棲の規定要因を分析したMongeauetal.（2001）は不況の影響が出

生コーホート間で異なることを示している．年長のコーホートでは雇用の不安定性が女性

の結婚を促進したのに対して，年少のコーホートでは男性の結婚を抑制するとともに女性

の同棲を促進したとのことである．また，彼らの分析によれば，学歴の影響もコーホート
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間で異なり，年長のコーホートの場合とは逆に年少のコーホート女性では大卒者の結婚確

率が最も高くなり，同棲確率が最も低くなっている．従って，雇用の不安定性や学歴によ

る結婚・同棲を含むパートナー関係に対する影響も変化すると考えた方が良いのかもしれ

ない．

同棲が困難であるとLAT（LivingApartTogether）という別居型パートナー関係が

広がる可能性が考えられるが，Regnier-Loilieretal.（2009）によれば1970年代初頭のフ

ランスでは大学生や失業中の若年層で同棲が広がったが，近年のフランスではLATが広

がりつつある．この背景には同棲するために職業キャリアを捨てるのを拒否する女性が増

加しているだけでなく，カップル解消に伴う新たな関係の形成の増加があるという．

日本でも近年の不況が結婚だけでなく，同棲を含むパートナー関係全般を抑制している

可能性も考えられるし，最近の拙稿（小島 2009c）での分析結果もそのような可能性を示

唆している．しかし，「自立仮説」を同棲について直接的に検証した分析が少なく，福田

（2007a,2007b）のように結婚に限定した研究の方が一般的なようであるので，「自立仮説」

のみを検証することを念頭に置いて同棲状態・同棲経験について分析・解釈を加えること

には困難があろう．その上，Fukuda（2009）も最近のコーホートで結婚に対する学歴の

影響が負から正に逆転し，「自立仮説」が当てはまらなくなっていることを示している．

いずれにしても結婚タイミングの規定要因については以前のサーベイ論文（小島 1990）

で示したとおり，多種多様な仮説があり，それらの多くは同棲についても当てはまるが本

稿で再検討することが困難なため，本稿は仮説検証型の研究としないことにする．

Ⅲ．データ・分析方法

内閣府による2009年初頭の3カ国比較調査（日本，韓国，シンガポールで実施）は2005

年末の5カ国比較調査（日本，韓国，アメリカ，フランス，スウェーデンで実施）と比べ

て，広義の東アジアを調査対象とした点が特徴的である．特に，比較的長期にわたり積極

的な少子化対策を実施してきたばかりでなく，民族的・宗教的な多様性をもっている都市

国家，シンガポールを調査対象国に加えた点に意義があろう．調査内容に関しては基本的

に2005年調査を踏襲しているが，東アジアに適したと思われる設問を若干加え，適さない

と思われる設問を若干減らしている．

調査実施会社が変わり，調査実施方法が変わったことにもよると思われるが，2009年調

査では日本における同棲経験割合が2005年調査と比べて上昇する一方，韓国の女性におけ

る同棲経験割合が低下している．日本については近年実施された他の調査と比べると2005

年調査では同棲経験割合がかなり低めであったが，2009年調査では他の調査に近い水準と

なっており，ある程度，詳細な分析が可能となっている．このような相違が生じた要因と

して，2005年調査では面接で実施された割合が高かったため回答しにくかったのが，2009

年調査では留置で実施された割合が高かったため回答しやすかったというようなことが考

えられる．実際，2005年調査では初めての同棲を開始した年齢について「わからない」と
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いう回答が少なからずあったが，2009年調査ではそのような回答が項目として立てられて

いないということがそのような可能性を示しているようにも思われる．また，2005年調査で

は抽出された地点内で選挙人名簿か住民基本台帳を用いて調査対象者を抽出したと思われ

るが，2009年調査では調査実施期間が短かったことやこれらの名簿の利用可能性が低下した

ことによるのか，エリア・サンプリングと割当法により調査対象者を抽出したようである．

その結果，2005年調査では名簿に基づく調査で把握しにくいと思われる，同棲経験割合

が高いような属性（年齢，性別，配偶関係，居住形態等）をもつ対象者の調査漏れがあっ

たのに対して，2009年調査ではそのような回答者が2005年調査よりも高い割合で把握され

た可能性もある．さらに，「平成の大合併」により抽出単位の地方自治体の人口規模別構

成が変わったことと関連して都市的な地点が抽出される可能性が高まったというようなこ

ともあるのかもしれない．韓国についても同棲経験割合の低下が調査実施方法の変更によ

る可能性が考えられる．また，韓国では低学歴の者の割合も大幅に低下したが，低学歴で

あることを答えるのに日本以上の抵抗感があるようなので，調査実施方法の変更により同

棲の場合と同様，不正確な回答が増加した可能性が考えられる．

調査実施方法の相違に加え，日本でも短期間の同棲が広がりつつある実態を調査結果が

反映している可能性も考えられる．実際，欧米で最初に同棲が広がった第1次・第2次石

油危機後は若年男性の失業や不安定就業が多く，若年女性の高学歴化・職業キャリア追求

が進んだ時期で，若年男性の不安定就業増大や若年女性の四年制大学進学率上昇を経験し

ている近年の日本と共通点がある．しかし，同棲期間が短期化しているとしても過去3年

程度の変化にしては差が大きすぎるので，やはり調査実施方法の相違により説明される部

分が大きいように思われる．また，言うまでもないことであるが，各国の標本規模が千ケー

ス程度の調査では標本誤差・非標本誤差が大きくなるのもやむを得ないことであろう．

そうだとすれば，パートナー関係全般に関する日韓両国の調査結果やそれと関連する意

識・行動全般に関する調査結果ついて，2005年調査と2009年調査の水準の差をあまり強調

しすぎない方が良いようにも思われる．アメリカにおける同棲経験者割合の調査間の相違

を分析したHayfordandMorgan（2008）によれば，過去の同棲歴については時間の経

過とともに意図的・非意図的な申告漏れが増え，特に女性でその傾向が強いため，複数調

査のミクロデータをマージせずに単一調査のミクロデータに基づいて経年変化や属性間の

差異について男女別に検討すべきであろう．

2009年調査の調査内容・調査方法について詳しくは内閣府（2009）の『アジア地域（韓

国，シンガポール，日本）における少子化対策の比較調査研究報告書』の調査報告の部分

を参照されたいが，日本における調査は全国から2段層化無作為抽出で選んだ市区町村の

調査地点におけるエリア・サンプリングにより，男女年齢階級別の割当数に基づいて20～

49歳男女千人を抽出しながら2009年2～3月に実施した標本調査である．2009年調査では

2005年調査同様，同棲を含む配偶関係とともに同棲経験者に同棲開始年齢が尋ねられてい

る．また，結婚も同棲もしていない者に対してパートナー関係の状況も尋ねられている．

なお，2005年調査について詳しくは内閣府（2006）の『少子化社会に関する国際意識調査
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報告書』を参照されたい．

本稿ではまず，同棲割合，同棲経験割合，平均婚前同棲開始年齢，平均婚前同棲年数に

関する年齢階級別差異のクロス表分析の結果を示した後，同棲経験があるかどうか，調査

時点で同棲中であるかどうかという2つのカテゴリー変数を従属変数として学歴とその年

齢階級との交絡作用の影響を中心とする規定要因の2項ロジット分析の結果を提示する．

次に，婚前同棲有無別結婚経験（同棲後の結婚，婚前同棲なしの直接婚，未婚）を従属変

数として学歴とその年齢階級との交絡作用の影響を中心とする規定要因の多項ロジット分

析の結果を示す．さらに，RalluandKojima（2002）にならって，各種ユニオン（総数，

初めての同棲，初婚，同棲後の初婚，直接婚の初婚）のタイミング（年齢）を従属変数と

して学歴の影響を中心とする規定要因の比例ハザード分析（コックス回帰）の結果を提示

する．それに加え，学歴と婚前同棲経験との交差項を含む初婚タイミングと第1～3子出

生タイミングの規定要因に関する比例ハザード分析の結果を示し，同棲・初婚間隔と第1

～3出生間隔（年数）に関する比例ハザード分析の結果について論じることにする．

同棲期間は初婚経験者については初婚までの期間，同棲中の未婚者については調査時点

までの期間を用いたが，初婚年齢または調査時点の年齢と婚前同棲開始年齢から婚前同棲

年数を推定し，婚前同棲開始年を推定した（2009年調査の場合は2009年初頭に実施された

ので2008年から婚前同棲年数を減じ，2005年調査の場合は2005年年末に実施されたので

2005年から減じた）．多変量解析では男女別の分析を行ったため，独立変数としては年齢

5歳階級（20～24歳，25～29歳，30～34歳，35～39歳，40～44歳，45～49歳），学歴（高

学歴，中学歴，低学歴）を用い，日本と韓国については居住地特性（大都市，中小都市，

農村），都市国家のシンガポールについてはその代わりに民族（マレー系，中国系，イン

ド系）と国籍（外国人，国民）をいずれもダミー変数として用いた（下線は基準カテゴリー

であることを示す）．また，年齢5歳階級と高学歴の交差項を追加的に投入した．なお，

高学歴は高等教育修了または後期中等教育後教育修了，中学歴は後期中等教育修了，低学

歴は前期中等教育修了以下を意味する．居住地特性は調査時点におけるものであるため，

過去の同棲については逆の因果関係がある可能性も否定できない．さらに，分析に際して

はSAS/CATMODとSAS/PHREGの各プロシージャを用いたが，エリア・サンプリン

グと割当法により個人の標本抽出がなされているため，実際の標準誤差はSASが算出す

るものよりも大きい可能性があるので，結果の解釈には注意を要する．

Ⅳ．分析結果

1． クロス表分析

� 男女年齢階級別結果

表1の左側パネルは内閣府の2009年調査に基づいて国別・男女年齢10歳階級別に同棲割

合，同棲経験割合，平均婚前同棲開始年齢，平均婚前同棲年数（婚前同棲開始年齢と初婚

年齢ないし現在年齢との差の算術平均）を示したものである．第1列に示された調査時点
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で同棲中の者の割合は日本とシンガポールで男女とも3％程度であるが，韓国の場合は男

性でも1％，女性では0％という低水準になっている．一般的には年齢が高くなるほど同

棲割合が低下する傾向があるが，日本の女性では離別者による同棲が増加するためか，40

代で上昇しているのが興味深い．また，右側パネルに示された2005年調査の結果と比べる
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表１ 2009年・2005年の各国における男女年齢階級別に見た同棲

国 2009年 2005年
男女

同棲割合 同棲経験
割合

平均同棲
開始年齢

平均同棲
年数

同棲割合 同棲経験
割合

平均同棲
開始年齢

平均同棲
年数年齢階級

日本
総数 0.029 0.225 24.2 2.36 0.009 0.132 22.7 3.05
(N) 1000 1000 188 185 1115 1115 55 55
20～29歳 0.048 0.194 22.0 1.40 0.023 0.170 20.4 2.17
30～39歳 0.021 0.294 24.6 2.30 0.007 0.157 23.5 3.44
40～49歳 0.020 0.168 26.0 3.68 0.002 0.086 24.5 3.58
男性 0.030 0.250 25.1 2.34 0.012 0.134 22.2 4.76
(N) 508 508 104 104 501 501 21 21
20～29歳 0.050 0.194 22.3 1.29 0.026 0.145 21.4 2.86
30～39歳 0.026 0.330 25.7 2.34 0.016 0.158 22.5 5.60
40～49歳 0.013 0.208 26.3 3.38 0.000 0.105 22.8 6.00
女性 0.028 0.199 23.2 2.38 0.007 0.130 23.0 2.00
(N) 492 492 84 81 614 614 34 34
20～29歳 0.045 0.195 21.7 1.52 0.021 0.190 19.8 1.73
30～39歳 0.015 0.258 23.2 2.25 0.000 0.156 24.1 2.00
40～49歳 0.028 0.125 25.5 4.21 0.004 0.071 25.4 2.38
韓国
総数 0.005 0.049 26.5 3.37 0.011 0.064 25.8 3.32
(N) 1000 1000 29 27 1004 1004 28 28
20～29歳 0.010 0.062 23.2 3.60 0.023 0.057 23.3 1.00
30～39歳 0.003 0.066 26.2 3.13 0.006 0.085 26.3 4.08
40～49歳 0.003 0.020 29.6 3.83 0.003 0.047 27.0 4.13
男性 0.010 0.082 26.6 3.54 0.014 0.102 25.3 3.55
(N) 513 513 26 24 509 509 22 22
20～29歳 0.019 0.101 23.2 3.60 0.034 0.101 22.4 1.20
30～39歳 0.006 0.111 26.4 3.29 0.006 0.129 26.1 4.55
40～49歳 0.006 0.034 30.0 4.20 0.000 0.072 26.2 3.67
女性 0.000 0.014 25.7 2.00 0.008 0.024 27.5 2.50
(N) 487 487 3 3 495 495 6 6
20～29歳 0.000 0.020 - - 0.011 0.011 25.5 0.50
30～39歳 0.000 0.018 25.0 2.00 0.006 0.040 27.5 1.50
40～49歳 0.000 0.006 27.0 2.00 0.007 0.020 29.5 5.50
シンガポール
総数 0.030 0.099 25.0 3.30
(N) 1000 1000 69 66
20～29歳 0.047 0.113 22.2 1.47
30～39歳 0.031 0.109 25.2 3.13
40～49歳 0.016 0.079 27.7 5.21
男性 0.030 0.114 25.9 3.72
(N) 508 508 41 39
20～29歳 0.048 0.127 23.2 1.50
30～39歳 0.023 0.126 25.7 3.35
40～49歳 0.018 0.089 28.9 6.08
女性 0.030 0.083 23.8 2.70
(N) 492 492 28 27
20～29歳 0.046 0.093 20.4 1.43
30～39歳 0.038 0.092 24.5 2.85
40～49歳 0.015 0.070 25.6 3.71

（出所）小島（2009c：398-399）



と韓国の数値，特に女性の数値は過小ではないかと思われる．

表1左側パネルの第2列に示された同棲経験割合は日本では22.5％と高いが，韓国では

5％，シンガポールでは10％と日本よりはかなり低い．女性よりも男性の方が高いが，こ

れはHayfordandMorgan（2008）がアメリカについて見いだしたとおり，女性の申告

漏れの傾向が強いためであろう．年齢階級別にみると，日本の男女と韓国の男性では30代

でもっとも同棲経験割合が高いが，韓国の女性とシンガポールの男女では20代が若干高い．

日本では30代が20代よりも突出して高いのが目に付くが，1992～2001年の「複合不況」の

時期に学校を卒業した世代で婚前同棲が増加した可能性が示唆される．

第3列の平均婚前同棲開始年齢は日本の男性で25.1歳，日本の女性で23.3歳であるが，

いずれも韓国とシンガポールよりも若干低めとなっている．各国において若いほど平均婚

前同棲開始年齢が低くなっているが，これは若いほど調査時点で同棲中の者が多く含まれ

るためであろう．女性の同棲が少数例の韓国を除き，男女の平均婚前同棲開始年齢の差が

2歳程度あるが，平均初婚年齢の男女差と対応しているものと思われる．

第4列の平均婚前同棲年数は日本では2.36年で，3.3年前後の韓国とシンガポールより

短めとなっている．近年の日本の同棲は婚前の短期のものが比較的多いのではないかと推

測される．韓国の男性では年齢階級間の差があまり大きくないが，日本とシンガポールで

は若いほど平均婚前同棲年数が短くなっており，年齢が高まるにつれて法律婚に代わるよ

うな同棲の割合が高まるのかもしれない．

表1の右側パネルは2005年調査に基づいて左側パネルと同じ指標を計算した結果である．

第1列に示された調査時点で同棲中の者の割合は日本では1％弱であり，2009年調査と比

べると3分の1程度で，特に女性で低くなっているが，おそらく実態の差というよりも調

査方法の差によるものなのであろう．韓国の場合は1％強で日本より高くなっており，

2009年調査と比べると2倍であるが，やはり調査方法の差の影響が考えられる．日本の場

合と同様，女性より男性の方が高くなっている．日韓両国では年齢が高くなるにつれて同

棲割合が低下する傾向がある．

表1右側パネルの第2列に示された同棲経験割合は日本では13.2％と2009年調査よりも

1割程度低く，男女がほぼ同水準となっている．韓国では6.4％と2009年調査より若干高

いが，同様に大きな男女差を示しており，女性で申告漏れの傾向が強いというHayford

andMorgan（2008）がアメリカについて見いだした知見のとおりになっている．年齢階

級別にみると，日本の男性と韓国の男女では30代でもっとも同棲経験割合が高いが，日本

の女性では20代で若干高い．

第3列の平均婚前同棲開始年齢は日本の男性で22.2歳，日本の女性で23.0歳と，男性の

方が低くなっている．女性の場合は2009年調査と同程度であるが，男性では2009年調査よ

りも2歳低くなっているためで，やや不可解な面もある．しかし，同様な男女差は韓国に

ついても見られるし，同棲経験の申告数が少ない上に比較的大きな男女差があることによ

るものと思われる．もっとも韓国では男性で25.3歳，女性で27.5歳と2009年調査よりも3

～4歳ほど平均婚前同棲開始年齢が高い．両国において若いほど平均婚前同棲開始年齢が
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低くなっているが，これは若いほど調査時点で同棲中の者が多く含まれるためであろう．

日韓両国では女性の方が男性より平均婚前同棲開始年齢が高いが，おそらく過小申告のた

めであろう．

第4列の平均婚前同棲年数は日本では3.05年と2009年調査の2.36年より長いが，2009年

調査の韓国やシンガポールの水準に近い．2005年調査の男性では20代と30代に大きな差が

あることからも近年，短期の同棲が増えた可能性も考えられないわけではないが，調査方

法の差にもよるのではないかと推測される．韓国では男女とも年齢階級間の差が日本の男

性と同様に大きい．

� 開始時期別結果

表2は内閣府の2009年調査と2005年調査に基づいて開始時期別に見た調査時現在の同棲

継続割合，平均婚前同棲開始年齢，平均婚前同棲年数を示したものである．東アジア3カ

国については男女別に計算すると件数がかなり少なくなる場合があり，結果が不安定にな

るため，男女総数に関するものしか示していない．日本の場合，2009年調査の結果として

左側パネルの第1列に示された実数の総数は188件で右側パネルの第1列に示された2005

年調査の結果の3倍強であるが，2005年調査の結果と同様，1991年以降に急増しているこ

とが明らかである．2009年調査では1991～95年開始の同棲の実数が少なめであるが，左側

パネルの第2列の調査時現在の同棲継続割合がかなり高いので意図的・非意図的な申告漏

れがあるのかもしれないが，逆に調査時現在の同棲継続割合が低い1996～2000年開始の同
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表２ 2009年・2005年の各国における開始時期別に見た同棲

国 2009年 2005年
開始時期

(N) 現在同棲
継続割合

平均同棲
開始年齢

平均同棲
年数 （N） 現在同棲

継続割合
平均同棲
開始年齢

平均同棲
年数

日本
総数 188 0.138 24.2 2.36 55 0.182 22.7 3.05
1985年以前 9 0.111 20.6 5.00 7 0.000 20.3 4.57
1986～1990年 18 0.056 20.8 5.33 6 0.167 22.0 4.33
1991～1995年 27 0.111 23.6 2.70 15 0.067 22.6 3.73
1996～2000年 53 0.019 24.5 2.27 14 0.071 22.1 2.43
2001～2005年 48 0.104 24.8 1.58 13 0.538 25.1 1.54
2006年以降 33 0.455 26.3 0.94 - - - -
韓国
総数 29 0.172 26.5 3.37 28 0.321 25.8 3.32
1985年以前 1 0.000 23.0 3.00 2 0.000 18.5 10.00
1986～1990年 2 0.000 20.5 3.50 5 0.000 24.0 3.20
1991～1995年 5 0.000 27.8 2.00 7 0.000 26.3 5.86
1996～2000年 8 0.250 25.9 5.75 4 0.000 28.0 1.75
2001～2005年 7 0.143 28.1 3.00 10 0.900 26.8 0.90
2006年以降 6 0.333 27.0 1.50 - - - -
シンガポール
総数 69 0.391 25.0 3.30
1985年以前 3 0.000 21.3 2.67
1986～1990年 4 0.250 23.3 3.25
1991～1995年 15 0.267 25.2 6.07
1996～2000年 16 0.438 26.1 3.75
2001～2005年 18 0.389 24.4 2.00
2006年以降 11 0.727 25.4 1.09

（出所）小島（2009c：400）



棲で結婚に移行したものが多かった可能性も考えられる．

2009年調査の結果から韓国とシンガポールでも1991年以降，同棲開始が増加しているこ

とが窺われる．しかし，2005年の韓国調査の結果は1996～2000年の同棲開始が少なめであ

ることを示しているが，これは1997年の「IMF危機」の影響によるものなのかもしれな

い．左右パネルの第2列に示された2009年調査と2005年調査による調査時現在の同棲継続

割合は日韓両国で低いが，シンガポールでは比較的高いことが明らかである．詳しくは小

島（2009c）を参照されたいが，2009年調査のシンガポールの結果は2005年調査のフラン

スの結果に類似している．

表2の左右パネルの第3列に示された2009年調査と2005年調査による平均婚前同棲開始

年齢は日本より韓国の方が高めであるが，これは比較的長期にわたる男性の兵役義務によ

るところが大きいのかもしれない．日本では平均婚前同棲開始年齢が上昇傾向にあるが，

日本と類似の水準にあるシンガポールでも同様な傾向がみられる．左右パネルの第4列に

示された2009年調査と2005年調査による平均婚前同棲年数は東アジア3カ国では3年程度

と比較的短めであるが，古い同棲開始コーホートほど平均婚前同棲年数が長くなる傾向が

ある．

2． 多変量解析

� 同棲の規定要因

表3は2009年調査と2005年調査のミクロデータに2項ロジットモデルを適用して同棲経

験と同棲状態に対する年齢，学歴，居住地特性の影響を分析した基本モデルの結果である．

基本モデルでは年齢5歳階級6区分（基準カテゴリー：20～24歳），学歴3区分（基準カ

テゴリー：中学歴．ただし，韓国の場合は低学歴と答えた者が非常に少ないため，中学歴・

低学歴），居住地特性3区分（基準カテゴリー：中小都市．ただし，都市国家であるシン

ガポールの場合は中国系を基準カテゴリーとする民族3区分と国民を基準カテゴリーとす

る国籍2区分）が含まれている．表4ではそれに年齢階級と高学歴（高等教育修了，後期

中等教育後教育修了）の交差項のうち少なくとも20％水準で有意なもののみを投入したが，

東アジアでは同棲（の回答）の頻度が特に女性で低いため，モデルの当てはまりが良くな

い場合や年齢階級と高学歴の交差項で有意なものがない場合は結果の掲載を省略した．

表3の上段左側1番目パネルの第1列に示された同棲経験の規定要因であるが，2009年

において日本の男性では各年齢階級のうちで30代前半の者で同棲経験がある可能性が最も

高いが，1992～2001年の「複合不況」の時期に労働市場に出て逆境にあったことが結婚を

抑制し，同棲を促進したのかもしれない．また，低学歴の者で同棲経験がやや多いようで

あるが，居住地特性の有意な効果はみられない．韓国とシンガポールの男性では20代後半

が最も同棲経験がある可能性が高い．韓国では高学歴が負の効果をもっているが，シンガ

ポールでは学歴の有意な効果が見られない．居住地特性や民族・国籍には有意な効果が見

られない．

表3の上段右側パネルの第1列に示された2005年における日本の男性における同棲経験
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の規定要因をみると，2009年の韓国・シンガポールと同様，20代後半がピークとなり，30

代後半もやや高い．日本では2005年に20代後半であったコーホートの男性の多くが2009年

調査の時には30代前半になり，この年齢階級の同棲経験率を上昇させているものと思われ

る．2009年と同様，低学歴が正の効果をもち，居住地特性の有意な効果がない．第2列に

示された韓国の男性では2009年と同様，高学歴が負の効果をもっているが，低学歴も正の

効果をもっている．2009年と同様，30代前半で同棲経験率が高いのは1997年の「IMF危

機」の悪影響を受けやすかったような属性をもつ男性がなかなか結婚できずに，同棲を経

験した可能性が高いからなのかもしれない．

表3の下段左側1番目パネルの第1列に示された日本の女性でも，30代前半の者がやは

り同棲経験の可能性が最も高いようであるが，20代後半の者でも比較的高い．また，高学
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表３ 2009年・2005年の各国における男女別に見た同棲の規定要因の２項ロジット

分析結果：基本モデル

独立変数 2009年 2005年
カテゴリー 同棲経験 同棲中 同棲経験

日本 韓国 シンガポール 日本 シンガポール 日本 韓国
（男性）
定数項 -1.6465*** -3.7424*** -2.3792*** -2.2626*** -3.0951*** -2.8103*** -2.5087***
年齢

25～29歳 0.5039 2.6591* 1.0901* -1.2492& 0.7550 1.3255* 0.6391
30～34歳 1.2978** 2.3110* 0.9135# -0.5599 -0.7729 0.7215 0.8644&
35～39歳 0.9698* 2.0618# 0.5615 -1.4038# 0.2474 1.1614# 0.4407
40～44歳 0.9511* 0.8599 0.3644 -1.8225# -0.3450 0.6911 -0.1130
45～49歳 -0.3148 0.9017 0.2736 -1.5130& -0.8172 0.3287 -0.2804

学歴
高学歴 -0.4407 -0.6272# -0.1304 -1.0255& -0.5217 0.0159 -0.4241&
低学歴 0.7618# - -0.2961 0.8060 -0.5217 1.0618* 1.3233*

居住地（S:民族）
大都市（S:マレー） 0.2881 -0.3672 -0.1756 -0.2207 -11.2657$ 0.3028 0.1468
農村（S:インド） -0.3589 0.2995 -0.0792 0.4136 0.1012 0.0583 0.3398

国籍（Sのみ）
外国人 - - -0.6532 - -11.4665$ - -

N 506 510 506 506 506 501 509
LLR（d.f.） 32.87(9)*** 25.72(8)** 9.55(10) 13.29(9)& 11.00(10) 15.23(9)# 11.95(9)
（女性）
定数項 -1.7541*** -3.1869* -2.5335*** -3.1729*** -2.8831*** -1.2184*** -3.672***
年齢

25～29歳 1.1210* -0.3544 -0.2068 1.1028 -1.9420# -0.0030 0.1241
30～34歳 1.4871** 0.0286 0.0912 -0.7454 -0.9853 0.1473 1.2565
35～39歳 0.6176& -0.6632 -0.3066 -0.5212 -1.1313& -0.5807& 0.9853
40～44歳 0.3846 -1.4786 -0.1978 0.7325 -2.3101* -1.0249* 0.2503
45～49歳 -0.0198 -12.0299$ -0.8660 -11.4447$ -1.5128# -1.5721** -0.2921

学歴
高学歴 -0.7291** -12.0678$ 0.4478 -2.1911** 0.5321 -0.9028*** -2.0409#
低学歴 1.3920* - 0.4476 0.8508 0.3104 1.4873** 0.6442

居住地（S:民族）
大都市（S:マレー） 0.0430 0.6321 -1.4206& 0.5639 -0.4402 0.2638 -0.4135
農村（S:インド） -0.7583& 2.6508* 0.4413 -0.1967 0.5543 0.2717 0.3056

国籍（Sのみ）
外国人 - - 0.0845 - 0.9537& - -

N 491 486 492 491 492 610 495
LLR（d.f.） 43.13(9)*** 21.16(8)** 8.28(10) 22.18(9)** 9.33(10) 44.28(9)*** 11.15(9)

（注）&p<0.20，#p<0.10，*p<0.05，**p<0.01，***p<0.001，$少数例



歴の同棲経験抑制効果と低学歴の同棲経験促進効果は一般的に見られるものである．さら

に，弱いながらも農村居住の抑制効果もみられる．しかし，第2列の韓国の女性について

は同棲の申告が少ないこともあるためか，年齢階級も学歴も同棲経験に対して有意な効果

をもたないが，農村居住が比較的大きな正の効果をもっている．この正の効果は日本の場

合と逆であるが，韓国でも高度経済成長開始以前には日本の高度経済成長開始以前の農村

で見られた「足入れ婚」や「届け出遅れ」のようなものがあったため，農村居住者で同棲

経験の可能性が高いのかもしれない．

第3列のシンガポールの女性では韓国よりは同棲経験の頻度が高いが，年齢や学歴は有

意な効果をもっていない．しかし，マレー系であることは弱いながらも負の効果をもって

いる．マレー系は大部分がムスリム（イスラーム教徒）であることから民法ではなく，シャ

リーア（イスラーム法）に基づいて結婚契約を交わすことになっているため，民法に基づ

く婚姻届は出さないのではないかと思われるが，それを同棲と誤解するということはない

ものと思われる．むしろ婚前交渉に対する宗教的制裁が男性の場合よりも強く働くことに

よるものと思われる．

表3の下段右側パネルの第1列に示された2005年における日本の女性における同棲経験

の規定要因を見ると，2009年の場合と同様，同棲経験率は30代前半がピークで，高学歴の

者で低く，低学歴の者で高くなっているが，農村居住の負の効果が見られない．第2列の

韓国の女性では高学歴の負の効果だけが有意であるが，一般的に見られるものである．

表3の上段左側2番目のパネルには日本とシンガポールでの調査時点における同棲の有

無の規定要因が示されている．韓国については過小申告により当てはまりが悪いため，結

果の掲載を省略した．第1列に示された日本の男性の場合，ほぼすべての年齢階級が有意

な負の効果をもっているので，逆に20代前半が最も同棲中の可能性が高いということを示

している．また，一般的に見られるとおり，高学歴が負の効果をもっている．シンガポー

ルの男性についても一応掲載したが，モデルの当てはまりが良くなく，有意な効果をもつ

変数がない．

表3の下段左側2番目パネルの第1列に示された日本の女性における同棲の有無の規定

要因としては高学歴のみが有意な効果をもつが，一般的に見られる負の効果である．第2

列のシンガポールの女性ではほぼすべての年齢階級が負の効果をもつことから，20代前半

で最も同棲中の可能性が高いことが窺われる．また，シンガポールでは外国人女性の場合，

同棲中の可能性が若干高くなるが，この結果だけからはどのような属性をもつ外国人女性

かはわからない．

表4は表3の基本モデルと同様，同棲経験があるかどうか，調査時点で同棲中であるか

どうかという2つのカテゴリー変数を従属変数としてそれらの規定要因を2項ロジット分

析した結果を示したものであるが，年齢階級と高学歴の交差項のうち少なくとも20％水準

で有意なものを基本モデルに加えてある．上段左側1番目パネルの第1列に示された日本

の男性に関する結果を見ると，40代前半の正の主効果が有意でなくなり，高学歴の負の主

効果が有意になる一方，20代後半と高学歴の交差項と40代前半と高学歴の交差項による有
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意な正の効果が見られるようになる．韓国の男性の場合は主効果の有意水準がほとんど変

わらないが，20代後半と高学歴の交差項による正の効果が見られるようになる．シンガポー

ルの男性の場合も主効果の有意水準がほとんど変わらないが，40代前半と高学歴の交差項

による正の効果が見られるようになる．
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表４ 2009年・2005年の各国における男女別に見た同棲の規定要因の２項ロジット

分析結果：基本モデル＋年齢×高学歴

独立変数 2009年 2005年
カテゴリー 同棲経験 同棲中 同棲経験

日本 韓国 シンガポール 日本 日本 韓国
（男性）
定数項 -1.5398*** -3.5898*** -2.3758*** -2.1227*** -2.5519*** -2.4400***
年齢
25～29歳 0.1879 1.9713# 1.1299* -1.9068# 0.5429 0.1509
30～34歳 1.4061*** 2.4134* 0.9761# -1.3945 0.1294 0.5365
35～39歳 1.0438** 2.1113* 0.6199 -1.3520& 0.8091 0.6082
40～44歳 0.5072 0.9254 -0.0628 -1.7376& 0.8052& 0.1045
45～49歳 -0.2780 0.9183 0.2970 -1.4401& 0.3830 -0.1669
学歴
高学歴 -0.7704** -1.0332* -0.3206 -2.0967# -0.7359& -1.0812*
低学歴 0.7275# - -0.2523 0.9203 1.1370* 1.1540#
居住地（S:民族）
大都市（S:マレー） 0.2751 -0.4236 -0.1800 -0.2351 0.2725 0.1594
農村（S:インド） -0.3402 0.1756 -0.0994 0.4265 -0.0367 0.2950
国籍（Sのみ）
外国人 - - -0.6424 - - -
年齢×学歴

25～29歳高学歴 0.8046& 1.2633# - 0.4265& 1.6384* 1.3978#
30～34歳高学歴 - - - 2.3376& 1.2855& 1.1762&
35～39歳高学歴 - - - - 0.9753& -
40～44歳高学歴 0.9367# - 1.1087& - - -

N 506 510 506 501 509
LLR（d.f.） 36.72(11)*** 28.59(9)***11.51(11) 16.54(11)& 20.72(12)# 15.75(11)&
（女性）
定数項 -1.6122*** - -2.4478*** - -1.1480** -
年齢
25～29歳 0.6041 - -0.0915 - 0.0026 -
30～34歳 1.5414*** - 0.1365 - 0.1719 -
35～39歳 0.6082& - -0.6978 - -0.5788 -
40～44歳 0.4102 - -0.5300 - -1.3882* -
45～49歳 -1.2803 - -1.4541# - -2.0100** -
学歴
高学歴 -1.0851*** - -0.3011 - -1.1498*** -
低学歴 1.3596* - 0.5942 - 1.6055** -
居住地（S:民族）
大都市（S:マレー） 0.0201 - -1.3545& - 0.2829 -
農村（S:インド） -0.8027# - 0.3751 - 0.2861 -
国籍（Sのみ）
外国人 - - 0.1389 - - -
年齢×学歴

25～29歳高学歴 1.0103# - - - - -
35～39歳高学歴 - - 1.3782& - - -
40～44歳高学歴 - - 1.3191& - 1.0597& -
45～49歳高学歴 2.1420# - 2.4009* - 1.1951& -

N 491 - 492 - 530 -
LLR（d.f.） 49.22(11)*** - 13.57(13) - 47.58(11)*** -

（注）&p<0.20，#p<0.10，*p<0.05，**p<0.01，***p<0.001



表4の下段左側1番目パネルの第1列に示された日本の女性の同棲経験に関する結果を

表3の結果と比べると，20代後半の主効果が有意でなくなる一方，20代後半と高学歴の交

差項による正の効果と40代後半と高学歴の交差項による正の効果が見られるようになる．

40代後半の高学歴女性で同棲経験率が高いというのは恐らく離婚が多いことによるのだと

思われるが，20代後半の高学歴女性で同棲経験の可能性が高いという知見は新たな傾向を

表すものとして注目に値する．小島（2009c）で示された30代前半の高学歴女性で2000年

以降の同棲経験の可能性が高いという結果から見て高学歴女性の同棲が2000年頃から増加

し始め，しばらく前まで増加していた可能性が窺える．

これは女子短大の四年制大学化が進んだ時期ともほぼ一致するようである．学生時代に

一人暮らしをしている場合は「規模の経済」も求めて同棲する可能性がある期間が延長さ

れるということもあろう．高等教育継続や職業キャリア追求のため，平等主義的な男女関

係を保ちつつ将来の配偶者候補をつなぎ止めるという「同棲戦略」（deSingly1987）を

日本の四年制大学在学・卒業女性の一部が採り始めた可能性も考えられる．また，近年に

おける日本の同棲に「伝統的な」性別分業が維持されるような南欧型のものが多いとすれ

ば，四年制大学在学・卒業女性の一部が将来有望な配偶者候補をつなぎ止めるための「同

棲戦術」といったようなものを採っているのかもしれない．さらに，山田（2005）が言う

ように1998年頃から「戦後家族の解体期」に入ったことと関連するのかもしれない．

表4の下段左側1番目パネルの第3列に示されたシンガポールの女性の同棲経験に関す

る結果を表3の結果と比べると，40代後半の負の主効果が有意になるとともに，30代後半，

40代前半，40代後半のそれぞれと高学歴の交差項による正の効果が見られるようになる．

これは2002年以降の“RomancingSingapore”キャンペーンに至る，特に高学歴女性を

ターゲットとした結婚促進施策の効果によるものなのかもしれないが（小島 2005），別の

角度から再検討する必要があろう．

表4の左側2番目のパネルに示された調査時点での同棲の有無に関する結果によれば，

日本の男性でのみ年齢階級（20代後半・30代前半）と高学歴の交差項が正の有意な効果を

もつ．日本の女性では年齢階級と高学歴の交差項で有意なものはない．また，韓国とシン

ガポールにおいても男女とも統計的に有意な交差項がない．しかし，小島（2009c）によ

れば，シンガポールの男性では20代後半の中学歴の者が調査時点で同棲をしている可能性

が高いが，20代後半の男性は兵役も終わって「結婚適齢期」にあるものの，出生率が低下

傾向にあった上，出生性比が高まり始めた時期に生まれた世代に属する．結婚相手となり

うる年下の女性人口が少ないだけでなく，高学歴化の進行により年下の世代の学歴が高ま

り，年下の中学歴・低学歴の女性人口がさらに少ない．そのため，20代後半とその前後の

年代の男性は潜在的な配偶者候補が少ないことにより同棲だけでなく，他のパートナー関

係も影響を受けている可能性がある．

� 婚前同棲有無別結婚経験の規定要因

表5は2009年（左側3パネル）と2005年（右側2パネル）における男女別に見た各国の

婚前同棲有無別結婚経験の規定要因について多項ロジット分析を行った結果である．少な
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表
５

20
09
年
・
20
05
年
の
各
国
に
お
け
る
男
女
別
に
見
た
婚
前
同
棲
有
無
別
結
婚
経
験
の
規
定
要
因
の
多
項
ロ
ジ
ッ
ト
分
析
結
果
：
基
本
モ
デ
ル
（
＋
年
齢
×
高
学
歴
）

独
立
変
数
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年

2
0
0
5
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カ
テ
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韓
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ー
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同
棲
後
婚

直
接
婚

同
棲
後
婚

同
棲
後
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直
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婚

同
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後
婚

同
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後
婚

直
接
婚

同
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後
婚

同
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婚

直
接
婚

同
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同
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直
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未
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未
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くとも20％水準で有意な年齢階級と高学歴の交差項がある場合は基本モデルにそれらを加

えたモデルの結果を示してある．また，韓国人女性については同棲経験があると回答した

者が少ないことから婚前同棲有無別の結婚経験の分析を行えず，同棲後婚（同棲後の結婚）

と直接婚（婚前同棲なしの結婚）を区別せず，未婚に対する全結婚経験のオッズについて

2項ロジット分析を行った結果を示してある．さらに，韓国人男性については両端の年齢

階級で同棲後婚が少ないため，韓国人女性については40代後半の未婚者が少ないため，一

部の年齢階級がモデルから除外された．表5全体を見て言えるのは，結婚経験のような人

口学的事象は年齢依存性が高いため，年齢が結婚経験に対して非常に大きな正の効果をもっ

ているということである．

表5の上段左側1番目のパネルに示された2009年の日本人男性における婚前同棲有無別

結婚経験の規定要因に関する多項ロジット分析の結果を見ると，第1列に示された未婚に

対する同棲後婚のオッズには20代後半以上，特に30代前半以上の年齢階級が非常に大きな

正の効果をもっており，40代前半までは効果が年齢とともに増大するが，40代後半でやや

減少する．しかし，他の独立変数は有意な効果をもっていない．第2列に示された直接婚

についても20代後半以上の年齢階級が非常に大きな正の効果をもっているが，同棲後婚の

場合とは異なり，40代後半まで効果が増大し続ける．同棲後婚の場合はコーホート効果も

示している可能性がある．また，直接婚に対して農村居住が弱いながらも正の効果をもっ

ており，現在の日本の農村では直接婚が選好されていることを示唆している．

他方，第3列に示された直接婚に対する同棲後婚のオッズには年齢そのものがあまり大

きな効果をもたず，30代前半の年齢階級が弱い正の効果をもっているに過ぎない．しかし，

20代後半と高学歴の交差項が正の効果をもち，30代前半と高学歴の交差項が負の効果をもっ

ている．表4でも20代後半の高学歴男性の同棲経験確率が高いことが示されていたので，

近年の日本で20代で結婚する高学歴男性には同棲から結婚へ移行する者が多かったのかも

しれない．表4によれば，30代前半の高学歴男性で同棲中の者が多いので，そうでない場

合は未婚から直接，結婚に移行する者が多かったのであろう．そのほか，農村居住が負の

効果をもっており，現在の日本の農村では「足入れ婚」のようなものが消滅し，直接婚が

一般的であることを物語っている．

表5の上段左側2番目のパネルに示された韓国人男性に関する結果のうち，第1列に示

された未婚に対する同棲後婚のオッズにも日本人男性の場合と同様，30代前半以上の年齢

階級が非常に大きな正の効果をもっているが，日本の場合とは逆に40代後半の正の効果が

大きく，コーホート効果も示しているように見受けられる．また，高学歴が弱いながらも

負の効果をもっている．第2列に示された未婚に対する直接婚のオッズには日本人男性の

場合と同様，年齢が高まるにつれて正の効果が大きくなっているが，年齢以外の独立変数

の有意な効果は見られない．第3列に示された直接婚に対する同棲後婚のオッズには40代

の年齢と高学歴が負の効果をもっている．なお，韓国人男性については年齢階級と高学歴

の交差項の有意な効果が見いだせなかった．

表5の上段左側3番目のパネルに示されたシンガポールの男性に関する結果のうち，第
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1列に示された未婚に対する同棲後婚のオッズにも日韓の男性の場合と同様，30代前半以

上の年齢階級が非常に大きな正の効果をもっているが，韓国人男性の場合と同様，年齢が

高まるにつれて正の効果が大きくなっている．しかし，韓国人男性の場合とは逆に，高学

歴が正の効果をもっている．また，20代後半と高学歴の交差項が弱いながらも負の効果を

もっている．第2列に示された未婚に対する直接婚のオッズには正の効果をもつ年齢階級

そのもの以外の多くの独立変数が有意な効果をもっている．高学歴と低学歴の両者が正の

効果をもつということは中学歴が直接婚のオッズに対して負の効果をもつということを示

している．また，インド系であることは直接婚に対して正の効果をもち，外国人であるこ

とは非常に大きな正の効果をもつが，後者は外国人に有配偶者が多いことを反映している

のかもしれない．さらに，20代後半・30代前半と高学歴の交差項はいずれも負の効果をもっ

ている．

第3列に示された直接婚に対する同棲後婚のオッズにも多くの変数が有意な効果をもっ

ている．30代以上の年齢階級が大きな負の効果をもっているということは20代では同棲後

婚が相対的に多いことを示している．低学歴が負の効果をもっていることは低学歴層で同

棲後婚が相対的に少ないことを示唆している．外国人で同棲後婚が相対的に少ないことも

有配偶者が多いことを示しているように思われる．30代前半と高学歴の交差項が弱いなが

らも正の効果をもっており，この年齢階級の高学歴層で同棲後婚が相対的に多いことが窺

われる．

表5の下段左側1番目のパネルに示された2009年の日本人女性における婚前同棲有無別

結婚経験の規定要因に関する多項ロジット分析の結果を見ると，第1列に示された未婚に

対する同棲後婚のオッズには20代後半以上の年齢階級が非常に大きな正の効果をもってお

り，特に30代前半から40代前半までの効果が大きいことは日本人男性における傾向と類似

している．また，表4における日本人女性の場合と同様，高学歴は同棲後婚のオッズに負

の効果をもつが，20代後半・40代後半と高学歴の交差項はいずれも正の効果をもつ．その

ほか農村居住が負の効果をもっている．第2列に示された未婚に対する直接婚のオッズに

は，漸増しながら大きな正の効果をもつ20代後半以上の年齢階級そのもののほか，有意な

効果をもつ独立変数が比較的多い．第1列の場合と同様，高学歴が負の効果をもつ一方で

低学歴が正の効果をもつ．大都市居住は弱い負の効果をもつ．弱いながらも20代後半・30

代前半と高学歴の交差項はいずれも正の効果をもつ．

第3列に示された直接婚に対する同棲後婚のオッズには40代の年齢階級と高学歴のみが

有意な効果をもっているが，いずれも負の効果で比較的弱いものである．また，年齢階級

と高学歴の交差項には有意な効果がない．日本人女性における高学歴は2種類の結婚に対

する負の効果をもち，低学歴は2種類の結婚に対する正の効果をもつことから，一般的に

は高学歴化が未婚化を促進するようにも見えるが，各10歳階級後半と高学歴の交差項が正

の効果をもっていることから，それが各10歳階級前半と高学歴の交差項の負の効果を反映

していることが窺われる．

表5の下段左側2番目のパネルに示された韓国人女性の結婚経験に関する結果は韓国人
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男性についての結果とも他の国の女性についての結果とも直接比べられないが，年齢が非

常に大きな正の効果をもっている点は共通している．高学歴が弱いながらも正の効果をも

つが，これは右側の2番目のパネルに示された2005年の韓国人女性で見られる負の効果と

逆であるものの，20代後半・30代前半と高学歴の交差項がいずれも負の効果をもつためで

あろう．また，大都市居住が負の効果をもつ．

表5の下段左側の3番目のパネルはシンガポールの女性に関する分析結果を示す．第1

列に示された未婚に対する同棲後婚のオッズへの年齢の正の効果が30代後半以降，減少傾

向にあり，漸増するシンガポールの男性の場合とは対照的な傾向となっている．また，高

学歴と低学歴のいずれもが正の効果をもち，中学歴が負の効果をもつことを示唆している．

さらに，マレー系であることが負の効果をもち，インド系であることと外国人であること

が正の効果をもつ．

第2列に示された未婚に対する直接婚のオッズには20代後半以降の年齢が比較的安定し

た正の効果をもち，シンガポールの男性の場合と類似した傾向を示している．また，高学

歴と低学歴の正の効果，インド系と外国人の正の効果はシンガポールの男性の場合と同じ

である．第3列に示された直接婚に対する同棲後婚のオッズへの年齢の正の効果は年齢が

高くなるにつれて漸減している．また，マレー系であることが負の効果をもっており，イ

スラームによる婚外パートナー関係の規制の影響が窺われる．さらに，40代後半と高学歴

の交差項による正の効果が見られるが，表4に示された同棲経験に対する正の効果と整合

的である．

表5の右側2パネルは2005年の日韓両国に関する同様な多項ロジット分析の結果を示し

ている．紙幅の都合もあるので，学歴関連の変数の効果のみについて述べることにする．

上段右側1番目のパネルに示された日本人男性の場合，高学歴が未婚に対する同棲後婚の

オッズに負の効果をもち，直接婚に対する同棲後婚のオッズにも負の効果をもっている．

これに対応して20代後半と高学歴の交差項が両者に正の効果をもち，30代後半と高学歴の

交差項も前者に正の効果をもっている．2009年の日本人男性の場合は高学歴の負の効果が

有意でないことに対応して20代後半と高学歴の交差項が未婚に対する同棲後婚のオッズに

有意な効果をもたない代わりに，未婚に対する直接婚のオッズに負の効果をもっていたが，

直接婚に対する同棲後婚のオッズへの正の効果は弱かったことが示されている．このこと

から2000年代前半に20代の高学歴男性で婚前同棲が一時的に増加した可能性が窺われる．

しかし，表5の下段右側1番目のパネルに示された同棲相手となるべき2005年の日本人

女性に関する結果では30代後半・40代後半と高学歴の交差項のみが同棲後婚のオッズに対

して正の効果をもっており，20代後半と高学歴の交差項は有意な効果をもっていない．し

かし，2009年の日本人女性に関する結果を見ると，20代後半・40代後半と高学歴の交差項

が正の効果をもっていることから，2005年に20代後半の高学歴男性の同棲相手の一定部分

が20代前半の高学歴女性であった可能性が示唆される．なお，2005年の日本人女性におい

ても2009年の日本人女性の場合と同様，高学歴が2種類の結婚のオッズに対する負の効果

をもち，低学歴が同棲後婚のオッズに対する正の効果をもっている．また，30代後半と高
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学歴の交差項は未婚に対する直接婚のオッズに対しても正の効果をもっているものの，同

棲後婚のオッズに対する正の効果よりも小さいため，直接婚に対する同棲後婚のオッズへ

の効果は正となっている．

日本の20代後半，30代後半，40代後半の高学歴者で同棲後婚が増加した背景には景気変

動等の循環変動要因もあるのであろうが，四年制大学進学者の性比の変化も関わっている

可能性がある．実際，1980年頃，1990年頃，2000年頃に男性の四年制大学進学率が一時的

に低下しているのに対して，女性の四年制大学進学率は横ばいか上昇を示しており，一人

暮らしの男子大学生に対して一人暮らしの女子大学生が相対的に増え，在学中や卒業後に

同棲が促進された可能性も考えられるが，別の角度から再検討をする必要があろう．

表5の上段右側2番目のパネルに示された2005年における韓国人男性に関する結果を見

ると，高学歴が未婚に対する同棲後婚のオッズに負の効果をもち，未婚に対する直接婚の

オッズに正の効果をもち，直接婚に対する同棲後婚のオッズに負の効果をもっている．し

かし，30代前半と高学歴の交差項は最後のオッズに対しては弱いながらも正の効果をもっ

ており，表4の結果と相まって，この年代の高学歴男性では婚前の同棲経験が相対的に多

いことを示唆している．他方，下段右側2番目のパネルに示された韓国人女性の結婚経験

に関する分析結果は年齢と高学歴の交差項の有意な効果を示しておらず，結婚全体に対し

て高学歴が負の効果をもつことを示すのみである．この高学歴の負の効果は2009年の正の

効果とは逆であるが，2009年の場合は20代後半・30代前半と高学歴の交差項が高い有意水

準の比較的大きな負の効果をもっているため，それ以外の年齢階級における高学歴の弱い

負の効果を反映しているに過ぎないと思われる．

� 初同棲・初婚タイミングの規定要因

表6は2009年（上段3パネル）と2005年（下段2パネル）における男女別に見た各国の

初ユニオン（同棲・結婚といった同居パートナー関係）のタイミング（年齢）の規定要因

について比例ハザード分析を行った結果である．結婚と同棲が競合する場合もありうるの

で，生起事象が2種類（同棲・結婚ないし同棲後婚・直接婚）の離散時間イベントヒスト

リー分析（たとえば，配偶者選択法別・居住形態別結婚タイミングの分析については

Kojima2004,2005を参照）を行うことが望ましいのであろうが，簡便なために生起事象

が1種類の比例ハザード分析を個別の事象について実施したので，結果の解釈には注意を

要する．また，離散時間イベントヒストリー分析ではないので，年齢階級と学歴の交差項

を導入できないことにも留意する必要があろう．全体を見て言えるのは，日韓両国では男

性よりも女性で学歴の影響が大きいが，シンガポールでは逆に女性よりも男性で学歴の影

響が大きいことであろう．また，一般的には学歴の同棲に対する影響と直接婚に対する影

響が同じ方向であるが，2009年のシンガポールの男性や2005年の韓国の男性では逆方向の

場合があることも目に付く．

表6の上段左側のパネルで2009年の日本人男女における各種の初ユニオンのタイミング

の規定要因について見ると，男性では有意な効果をもたない場合が多いが，高学歴には初

ユニオンを抑制する（遅らせる）傾向があるのに対して，低学歴には初ユニオンを促進す
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表
６

20
09
年
・
20
05
年
の
各
国
に
お
け
る
男
女
別
に
見
た
初
ユ
ニ
オ
ン
の
タ
イ
ミ
ン
グ
の
規
定
要
因
の
比
例
ハ
ザ
ー
ド
分
析
結
果
：
基
本
モ
デ
ル

独
立
変
数

20
09
年

カ
テ
ゴ
リ
ー

日
本

韓
国

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

初
ユ
ニ
オ
ン

初
同
棲

初
婚

同
棲
後
婚

直
接
婚

初
ユ
ニ
オ
ン

初
同
棲

初
婚

同
棲
後
婚

直
接
婚

初
ユ
ニ
オ
ン

初
同
棲

初
婚

同
棲
後
婚

直
接
婚

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
男
性
）

学
歴 高
学
歴

-0
.1
47
4

-0
.4
96
5
*

-0
.0
45
9

-0
.3
40
9
&

0.
12
25

-0
.2
00
4
#

-0
.5
34
3
&

-0
.1
67
7
&

-0
.5
94
9
&

-0
.1
05
9

0.
29
58

#
-0
.2
8
1
8

0
.3
3
7
1
*

-0
.2
7
5
4

0
.3
8
2
6
*

低
学
歴

0.
31
74

&
0.
38
76

0.
26
38

0.
41
55

0.
02
25

-
-

-
-

0.
20
52

&
-0
.7
1
4
7
#

0
.2
3
8
8
&

-0
.8
1
1
3
#

0
.4
3
4
0
*

居
住
地（

S
:民
族
）

大
都
市（

S
:マ
レ
ー
）

-0
.0
87
9

0.
28
86

&
-0
.1
70
6

0.
21
55

-0
.2
52
3
&

-0
.0
63
0

-0
.0
77
3

-0
.0
94
1

-0
.3
82
5

-0
.0
65
0

-0
.0
26
7

-0
.5
9
0
3

0
.0
4
1
1

-0
.4
7
2
3

0
.1
0
8
8

農
村（

S
:イ
ン
ド
）

0.
19
25

-0
.5
17
0
&

0.
17
74

-0
.6
98
5
&

0.
45
65

*
-0
.0
96
3

-0
.2
18
7

-0
.0
57
7

-0
.2
07
5

-0
.0
46
2

0.
68
62

**
*

-0
.2
4
0
9

0
.7
4
5
4
**
*

-0
.0
3
7
7

0
.7
6
2
6
**
*

国
籍（

S
の
み
）

外
国
人

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

0.
47
07

**
-0
.4
3
7
9

0
.4
8
2
3
**

-0
.2
9
2
2

0
.5
5
9
4
**

N
50
8

50
8

50
8

50
8

50
8

51
0

51
0

51
0

51
0

51
0

50
6

5
0
6

5
0
6

5
0
6

5
0
6

L
L
R（

d
.f
.）

7.
11
(4
)
&

12
.7
4(
4)

*
5.
19
(4
)

8.
9
6(
4
)
#

10
.3
2(
4)

*
3.
05
(3
)

1.
87
(3
)

2.
48
(3
)

2.
75
(3
)

0.
94
(3
)

27
.1
3(
5)

**
*

5
.8
2
(5
)

3
1
.8
9
(5
)
**
*

4
.9
3
(5
)

3
8
.3
9
(5
)

（
女
性
）

学
歴 高
学
歴

-0
.2
84
5
**

-0
.5
88
9
*

-0
.2
20
0
*

-0
.4
89
1
*

-0
.0
06
1

-0
.6
00
1
**
*

-1
7.
44
63

$
-0
.5
92
7
**
*

-1
7.
43
85

$
-0
.5
57
1
**
*

0.
05
74

0
.5
9
4
4

0
.0
2
9
7

0
.7
9
9
1

-0
.0
3
4
6

低
学
歴

1.
00
69

**
*

1.
30
38

**
1.
11
64

**
*

1.
52
00

**
*

-0
.1
86
7

-
-

-
-

0.
30
55

*
0
.3
6
9
7

0
.2
9
8
6
*

0
.5
0
8
6

0
.2
4
2
2
&

居
住
地（

S
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族
）

大
都
市（

S
:マ
レ
ー
）

-0
.2
04
3
&

-0
.0
31
1

-0
.2
39
1
#

-0
.1
13
3

-0
.1
62
3

-0
.0
06
5

0.
18
66

-0
.0
08
2

0.
17
40

0.
00
23

0.
60
76

**
*

-1
.0
0
1
8

0
.6
1
8
8
**
*

-1
5
.2
8
1
5
$

0
.7
3
7
9
**
*

農
村（

S
:イ
ン
ド
）

-0
.3
92
8
*

-0
.8
05
2
#

-0
.3
77
8
*

-0
.7
43
7
&

-0
.0
24
9

0.
17
87

2.
95
25

*
0.
12
48

3.
04
65

*
-0
.0
18
3

0.
85
66

**
*

0
.5
4
1
7

0
.8
5
8
1
**
*

0
.4
7
1
2

0
.6
4
0
6
**
*

国
籍（

S
の
み
）

外
国
人

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-0
.0
40
3

0
.4
6
8
5

-0
.0
4
2
1

0
.5
2
5
7

-0
.0
3
0
8

N
49
1

49
1

49
1

49
1

49
1

48
6

48
6

48
6

48
6

48
6

49
2

4
9
2

4
9
2

4
9
2

4
9
2

L
L
R（

d
.f
.）

25
.9
7(
4)

**
*

21
.2
2(
4)

**
*

24
.3
5(
4)

**
*
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.4
4(
4
)
**
*

1.
78
(4
)
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.3
0(
3)

**
*

7.
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(3
)

#
30
.4
5(
3)

**
*

7.
44
(3
)
#

26
.4
1(
3)

**
*

48
.2
3(
5)

4
.1
4
(5
)

4
8
.4
4
(5
)
**
*

7
.4
8
(5
)

3
6
.7
5
(5
)

独
立
変
数

20
05
年

カ
テ
ゴ
リ
ー

日
本

韓
国

初
ユ
ニ
オ
ン

初
同
棲

初
婚

同
棲
後
婚

直
接
婚

初
ユ
ニ
オ
ン

初
同
棲

初
婚

同
棲
後
婚

直
接
婚

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
初
婚
）

（
男
性
）

学
歴 高
学
歴

-0
.0
13
7

-0
.0
66
9

-0
.0
05
6

-0
.4
31
6

0.
04
11

0.
07
20

-1
.1
72
7
*

0.
09
81

-1
.5
11
5
*

0.
23
79

#
低
学
歴

-0
.0
63
3

1.
38
39

*
-0
.2
03
2

0.
79
66

-0
.3
67
0

0.
34
34

&
0.
70
39

0.
25
54

0.
33
78

0.
18
51

居
住
地

大
都
市

0.
05
04

0.
67
30

&
-0
.0
36
0

1.
02
28

#
-0
.0
95
5

0.
06
90

0.
22
66

0.
07
72

0.
22
10

0.
02
35

農
村

0.
10
39

-0
.3
45
3

0.
09
74

0.
04
80

0.
12
02

0.
40
01

#
0.
04
43

0.
42
04

*
0.
22
85

0.
36
94

#
N

47
7

47
8

49
8

47
5

47
5

49
8

49
7

50
9

49
8

49
8

L
L
R（

d
.f
.）

0.
63
(4
)

7.
17
(4
)
&

1.
38
(4
)

4.
7
3(
4
)

3.
28
(4
)

5.
41
(4
)

8.
58
(4
)
#

5.
17
(4
)

7.
96
(4
)

5.
91
(4
)

（
女
性
）

学
歴 高
学
歴

-0
.3
15
4
**

-1
.0
88
1
**

-0
.3
16
7
**
*

-1
.0
40
6
**

-0
.1
77
4
#

-0
.4
13
4
**
*

-
-0
.3
83
7
**
*

-
-0
.3
58
1
**

低
学
歴

0.
81
83

**
1.
06
71

#
0.
92
38

**
*

1.
14
29

*
0.
05
60

0.
13
01

-
0.
22
98

-
0.
23
61

居
住
地

大
都
市

-0
.0
15
6

0.
36
35

0.
00
56
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る（早める）傾向がある．しかし，男女いずれにおいても学歴は初めての直接婚のタイミ

ングに対して有意な効果をもたない．また，日本人男性において初同棲のタイミングに対

して大都市居住が正の（促進する）効果をもち，農村居住が負の（抑制する）効果をもつ

が，初めての直接婚のタイミングに対しては逆の効果をもっている．日本人女性において

は大都市居住も農村居住も各種の初ユニオンのタイミングに対して負の効果をもつ傾向が

ある．下段左側のパネルに示された2005年の日本人男女においても概ね同様な効果が見ら

れるものの，2009年の場合ほど有意な効果が多く見られない．

表6の上段中央のパネルには韓国人男女における各種の初ユニオンのタイミングの規定

要因に関する比例ハザード分析結果が示されているが，日本の場合と同様，男女いずれに

おいても高学歴は初ユニオンのタイミングに対して負の効果をもつ傾向がある．居住地特

性は男性では有意な効果をもたないものの，女性では農村居住が初同棲と初めての同棲後

婚のタイミングに対して正の効果をもち，かつての日本の「足入れ婚」のようなものの存

在を示唆しているが，現在の日本人女性における初同棲と初めての同棲後婚のタイミング

に対する負の効果とは対照的である．

表6の下段中央（右側）のパネルに示された2005年の韓国人男性に関する分析結果を見

ると，初同棲と初めての同棲後婚のタイミングに対する高学歴の負の効果が2009年の韓国

人男性の場合と共通しているが，初めての直接婚のタイミングに対する高学歴の正の効果

は新たなものである．また，初ユニオン，初婚，初めての直接婚のタイミングに対する農

村居住の正の効果も新たなものである．韓国人女性に関する分析結果を見ると高学歴の効

果については2009年の場合と共通しているが，初ユニオンと初婚のタイミングに対する大

都市居住の負の効果は新たなものである．

表6の上段右側パネルに示された2009年のシンガポールの男女における各種の初ユニオ

ンのタイミングの規定要因について見ると，女性では高学歴が有意な効果をもたないが，

男性では初ユニオン，初婚，初めての直接婚を促進する傾向がある．男性では低学歴が初

ユニオン，初婚，初めての直接婚を促進し，初同棲と初めての同棲後婚を抑制する傾向が

あるが，女性ではこれらのうちの促進効果のみが見られる．それとは対照的に，マレー系

であることが初ユニオン，初婚，初めての直接婚を促進する傾向が女性にしか見られない

が，インド系であることが3者を促進する傾向は男女で共通している．他方，外国人であ

ることが3者を促進する傾向は男性にしか見られない．

� 初婚・第1～3子出生のタイミングへの婚前同棲経験の影響

以上では同棲の要因，特に高学歴の影響に関する分析をしてきたが，最後に同棲の影響，

特に学歴との関係での影響に関する分析結果を示すことにする．表7は2009年（上段3パ

ネル）と2005年（下段2パネル）における男女別に見た各国の初婚・第1～3子出生タイ

ミング（年齢）の規定要因について比例ハザード分析を行った結果である．学歴と婚前同

棲経験そのもののほか，婚前同棲経験と高学歴の交差項がモデルに投入されている．東ア

ジアの場合，婚外出生が少なく，結婚後の出生が大部分を占めるため，特に第1子出生タ

イミングが初婚タイミングに応じて変動する度合いが大きく，両者の規定要因の効果が類
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表
７

20
09
年
・
20
05
年
の
各
国
に
お
け
る
男
女
別
に
見
た
初
婚
・
第
１
～
３
子
出
生
の
タ
イ
ミ
ン
グ
の
規
定
要
因
の
比
例
ハ
ザ
ー
ド
分
析
結
果
：
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デ
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似する傾向があると想定される．実際，全体を見ると，各国の男女間で規定要因に違いが

あるものの，男女それぞれの初婚タイミングと第1子出生タイミングへの各種の独立変数

の影響は類似している．また，日韓両国では学歴の影響が男性よりも女性で大きく現れて

いるが，シンガポールでは女性よりも男性で大きく現れている．逆に婚前同棲経験の影響

はシンガポールで男性よりも女性で大きく現れているが，韓国では男性で若干大きく現れ，

日本では調査年次により異なる．

表7の上段左側のパネルに示された2009年の日本人男女における初婚タイミングの規定

要因について見ると，男女いずれにおいても高学歴の有意な効果はないが，男性では低学

歴が第2子出生と第3子出生を促進する（早める）弱い正の効果をもち，女性では低学歴

が初婚，第1子出生，第2子出生を促進する正の効果をもつことが示されている．男性で

は婚前同棲経験（実質的には婚前同棲経験と中低学歴の交差項）が初婚，第1子出生，第

2子出生を促進する効果をもつが，女性では初婚と第1子出生を促進する効果をもつ．婚

前同棲経験と高学歴の交差項は男性では第1子出生を抑制する（遅らせる）効果をもつが，

女性では有意な効果がない．

表7の下段左側のパネルには2005年の日本人男女に関する分析結果が示されているが，

有意な効果をもつ独立変数が2009年と若干異なる．2005年の日本人男性では低学歴が第2

子出生を抑制する効果をもっており，2009年の日本人男性における促進効果と逆になって

いるだけでなく，2005年の日本人女性における促進効果とも逆になっている．2005年の日

本人男性では2009年と同様，婚前同棲経験が初婚と第1子出生を促進する効果をもってい

るが，婚前同棲経験と高学歴の交差項は第1子出生の抑制効果の代わりに第3子出生の促

進効果をもっている．2005年の日本人女性では低学歴が第2子出生と第3子出生を促進す

る効果をもつだけでなく，初婚と第1子出生を促進する効果をもつ一方，高学歴が初婚，

第1子出生，第3子出生を抑制する効果や婚前同棲経験と高学歴の交差項が第2子出生と

第3子出生を抑制する効果をもつ．

表7の上段中央のパネルには2009年の韓国人男女に関する分析結果が示されているが，

韓国人男性では弱いながらも高学歴が初婚と第1子出生を抑制する効果をもち，婚前同棲

経験と高学歴の交差項が初婚と第1子出生を促進する効果をもつ．韓国人女性では高学歴

が初婚と第1～3子出生のいずれをも抑制する効果をもつが，婚前同棲経験の有意な効果

は見られない．下段中央パネルに示された2005年の韓国人男性に関する分析結果を見ると，

低学歴が弱いながらも第1子出生と第2子出生を促進する効果，婚前同棲経験が第2子出

生を抑制する効果，婚前同棲経験と高学歴の交差項が第2子出生を促進する効果が示され

ている．2005年の韓国人女性については2009年の韓国人女性の場合と同様，高学歴が初婚

と第1～3子出生のいずれをも抑制する効果をもつだけでなく，低学歴が第2子出生を促

進する効果をもつ一方，婚前同棲経験が第2子出生を抑制する効果をもつ．

表7の上段右側のパネルには2009年のシンガポールの男女に関する分析結果が示されて

いる．シンガポールの男性では高学歴と低学歴の両者が初婚と第1～3子出生を促進する

効果をもつことから中学歴には抑制する効果があることが示唆される．また，婚前同棲経
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験が弱いながらも第1子出生を促進する効果をもっている．他方，シンガポールの女性で

は低学歴のみが初婚と第1～2子出生を促進する効果をもち，婚前同棲経験が初婚と第1

～2子出生を促進する効果をもつ一方，婚前同棲経験と高学歴の交差項が初婚と第1～2

子出生を抑制する効果をもつ．

表7は初婚・第1～3子出生のタイミング（年齢）の規定要因の分析を全回答者につい

て行った結果を示したものであるが，このほかに結果表は示さないが，婚前同棲経験者に

ついての初同棲から初婚までの間隔（年数表示の初同棲・初婚間隔），結婚経験者につい

ての初婚から第1子出生までの間隔（年数表示の第1出生間隔），第1子出生経験者につ

いての第1子出生から第2子出生までの間隔（年数表示の第2出生間隔），第2子出生経

験者についての第2子出生から第3子出生までの間隔（年数表示の第3出生間隔）の規定

要因についての比例ハザード分析を行った．しかし，その際，韓国は儒教の影響で婚前出

産が少ないはずであるにもかかわらず，2009年についても2005年についても初婚の1～2

年前の第1子出生が3分の1程度を占めることが明らかになった．子供の月齢ではなく年

齢に基づく計算なので1歳程度の誤差は多少ありうるが，韓国の場合はそのような誤差の

範囲を超えているため，現在年齢と初婚年齢については満年齢を答えている一方，子供の

年齢については多くの回答者が数えの年齢を答えている可能性があるようにも見受けられ

る．

そこで，韓国については子供の年齢を2歳下げた結果をもとに表7と同じ分析をしたと

ころ，基本的な傾向は同じであるが，子供の年齢を満年齢で答えている者もいるためかモ

デルの当てはまりが悪くなるとともに，一部の独立変数の有意水準が低下した．同様に，

各種の間隔についても分析を行ったものの，年数表示の間隔であるためか，韓国以外の国

についてもモデルの当てはまりがあまり良くないが，学歴関連の結果を以下で簡単に紹介

することにする．まず，2009年の日本人男性では初同棲・初婚間隔に対して高学歴が弱い

正の効果をもち，高学歴者においては婚前同棲期間が若干短いことが示された．2009年の

日本人女性では低学歴が初同棲・初婚間隔と第1出生間隔に弱い正の効果をもつ．2005年

の日本人男性では低学歴が第2出生間隔に弱い負の効果をもつ．2005年の日本人女性では

高学歴が初同棲・初婚間隔と第3出生間隔に負の効果をもち，低学歴と婚前同棲経験が第

1出生間隔に正の効果をもち，婚前同棲経験と高学歴の交差項が第1出生間隔に負の効果

をもつ．

次に，2009年の韓国人男性では高学歴と婚前同棲経験が第2出生間隔に正の効果をもつ．

2009年の韓国人女性では高学歴が第2出生間隔と第3出生間隔に負の効果をもち，婚前同

棲経験が第1出生間隔に弱い正の効果をもつ．2005年の韓国人男性では高学歴が初同棲・

初婚間隔に弱い負の効果をもち，婚前同棲経験が第1出生間隔に正の効果をもち，第2出

生間隔に負の効果をもつが，婚前同棲経験と高学歴の交差項は第2出生間隔に正の効果を

もつ．2005年の韓国人女性では高学歴が第1出生間隔と第3出生間隔に弱い負の効果をも

つ．最後に，2009年のシンガポールの男性では高学歴と低学歴と婚前同棲経験が第1出生

間隔に弱い正の効果をもつ．2009年のシンガポールの女性では高学歴が初同棲・初婚間隔
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に負の効果をもち，低学歴が第1出生間隔に正の効果をもつが，婚前同棲経験の有意な効

果は見られない．

Ⅴ．おわりに

以上の結果を要約すると，同棲・結婚といったユニオン（同居型パートナー関係）の形

成は年齢に左右される度合いが大きい上，その年齢がコーホート効果を反映することもあ

るため，また，学歴にも影響を受けるため，両者の交差項が有意な効果をもつことが少な

からずある．まず調査時点での同棲状態と同棲経験についてであるが，東アジア3カ国に

おいて20代後半の年齢階級ないしそれと高学歴の交差項は正の効果をもつ場合が多い．同

様に，40代の年齢階級ないしそれと高学歴の交差項も正の効果をもつ場合が比較的多い．

高学歴は同棲状態と同棲経験に対して負の効果をもつ傾向があるが，20代後半と高学歴の

交差項は正の効果をもつ傾向がある．

他方，（中低学歴者の）婚前同棲経験は日本の男女とシンガポールの女性で結婚とその

後の出生を促進する（早める）傾向がある一方，高学歴者の婚前同棲経験は日本とシンガ

ポールの女性で出生を抑制する（遅らせる）傾向があるが，韓国の男性では促進する場合

もある．婚前同棲経験が初婚を早める傾向はカナダ（Wu2000）の経験とは逆であるが，

日本の場合は同棲が結婚の「前触れ」という意味合いが強いためだと思われる．Raymo

etal.（2009）は，専修学校卒の女性の場合を例外として，同棲が高卒，短大卒，大卒の

女性で結婚を促進することを示している．高学歴女性について本稿の分析結果と異なるの

は，コントロールされた変数の違い等によるものと思われる．

婚前同棲経験と学歴の出生タイミングに対する影響に関する本稿の分析結果は第1子出

生に関しては岩澤（2005）による女性の学歴別第1子出生タイミングに関する分析結果と

整合的であるが，第2子出生については婚前同棲経験があると第2子出生が抑制され，

「学歴別に見ても，同棲経験者が一子にとどまる割合は高」いとする岩澤の分析結果と異

なる．本稿の分析で日本の男女の（中低学歴者の）婚前同棲経験が初婚，第1子出生，第

2子出生を促進していることが示されているのは，コントロール変数の相違のほか，同棲

の定義の相違や本稿でのタイミングが年単位であることにもよるのかもしれない．

Pinnellietal.（2001）では婚前同棲経験に関する独立変数の内容が欧州4カ国で異なる

こともあるためか，その第2～3子出生の量とタイミングに対する影響が異なる場合もあ

るように見受けられる．スウェーデンのように婚前同棲経験が第2子出生を促進する国も

あるが，第1子出生が結婚を促進することにもよるとのことである．

結局，同棲とその関連要因の規定要因については日韓両国の一部のものを除き東アジア

3カ国全体での共通点は少ない．要因によって共有する国や性別の組合せが変わるようで

ある．むしろ，年齢の負の効果（低年齢の正の効果）と学歴の負の効果といった3カ国全

体での共通点が浮き彫りになったように思われる．しかし，本稿では近年の日本で20代後

半の高学歴女性で同棲経験者が多かったといった定量的に明らかにされてこなかったよう
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な新たな知見が示されたという点で，若干の意義はあるように思われる．なお，本稿では

政策効果の直接的な分析ができなかったが，最近の拙稿（小島 2009a）で日本，韓国，

台湾における就業の家族形成意識・行動への影響に関する比較分析を行ったところ，東ア

ジア3カ国のいずれにおいても男女の働き方の影響が大きく，ワーク・ライフ・バランス

施策に少子化対策としての効果がありそうなことが明らかになった上，別の拙稿（小島

2009c）でも東アジア3カ国と欧米3カ国で働き方が男女のパートナー関係に大きな影響

を及ぼしていることが見いだされたので，同棲・結婚についても働き方の影響に関する分

析を加えることが望ましい．

近年，低学歴や不安定就業に代表されるような「社会的排除」によって同棲が促進され

ることは予想されたとおりであったが，逆に，若い高学歴女性が同棲を経験する可能性が

高まっているとすれば，大学の専門職養成課程や専門職大学院の拡充施策が特に若い女性

の同棲を促進する可能性は十分考えられよう．そのような状況が生じた場合には，一部の

欧米の人口学者によって出生促進政策として唱えられているような修学年限の短縮や就学

年齢の早期化に関する施策も視野に入れる必要があろう．いずれの場合においても，若年

者支援策として同棲カップルに対する何らかの政策的支援が必要であろう．実際，L�o

ffler（2009：249）が東アジア諸国と類似点があるイタリアについて述べているとおり，

政府による若年者支援が不十分な場合，責任が家族と市場に転嫁されるため，若年者によ

る同棲を含むライフコースに関する選択が家族と市場の状況に左右される度合いが大きく

なる可能性が高い．

他方，日本とシンガポールでは中低学歴者の婚前同棲経験が結婚・出生を促進する（早

める）傾向があるが，Raymoetal.（2009）が指摘するように「できちゃった婚」の可

能性を示すとも考えられるが，同棲カップルが結婚することを前提に早めに避妊を中止し

た結果である可能性もある．高学歴の婚前同棲経験女性でみられる結婚・出生が遅れる傾

向はいずれの可能性も否定しない．同棲が結婚の「代わり」となっているような状況では

同棲カップルの出生力が法律婚カップルの出生力よりも低くなる傾向があるため，同棲の

増加が出生力低下に寄与する可能性も考えられるが，日本やシンガポールのように同棲が

結婚の「前触れ」となっている状況では同棲の増加が結婚を促進することにより出生力の

維持・上昇に寄与する可能性があるので，少子化対策としても同棲カップルに対する何ら

かの政策的支援が必要であろう．

Nazio（2008：171-172）が欧州諸国に関する実証分析結果にも基づいて述べていると

おり，同棲がパートナー関係の面で結婚の代替行動となっているだけでなく，経済面で結

婚や離家がますます困難になっていることへの対処行動にもなっているとすれば，独身

（特に親と同居を伴うもの）よりも出生に繋がりやすい選択肢であるし，同棲が結婚より

低年齢で行われるとすれば定期的な性交渉が「できちゃった婚」にも繋がりやすいので出

生力維持・上昇に寄与している可能性がある．しかし，Nazioは同棲がより一般化した場

合の出生力に対する影響については経済的安定，出生インセンティブ，男女のワーク・ラ

イフ・バランスによると述べ，公共政策の重要性を示唆している．これらの政策的課題は
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同棲が広がりつつある東アジア諸国についても当てはまるものであり，政策的対応が望ま

れるが，その根拠として精度の高いデータとその科学的な分析が必要となろう．

2005年調査に基づく日韓両国の分析結果と2009年調査に基づく日韓両国の分析結果に見

られる若干の差異は調査実施方法が変わったことによるものと思われるが，2005年調査で

日本，特に男性の同棲について若干の過小申告の可能性があり，2009年調査で韓国，特に

女性の同棲について大きな過小申告の可能性があることにもよるし，2008年9月の「リー

マン・ショック」後に雇用情勢が急速に悪化したことに伴って社会経済的移動だけでなく，

地理的移動が生じた場合があることにもよるものと思われる．また，言うまでもないこと

であるが，標本規模が千ケース程度の調査では標本誤差・非標本誤差が大きくなることに

もよるのであろう．

今後の実証研究面での課題としては，日韓両国については地方別の分析，シンガポール

については民族別の分析ないしそれらを上位水準の独立変数として導入する多水準分析

（階層線形モデル）も必要となろう．さらに，初同棲年齢と初婚年齢について別個の比例

ハザード分析を行うのではなく，競合する2種類の事象のタイミングの規定要因を同時に

分析できるような離散時間イベントヒストリー分析等の手法により同棲と結婚の競合の可

能性を明示的にモデルに組み込む必要もあろう．

いずれにしても「少子化の悪循環」といったようなものが存在し，政策介入が望ましい

とすれば，科学的な調査研究に基づく根拠をもつような政策の策定・実施を行う必要があ

ろう（小島 2007）．そのような観点から見て，本稿で分析対象になった，2009年調査や

2005年調査のように貴重な標本調査のミクロデータがSSJDA（東京大学社会科学研究所

社会調査・データアーカイブ研究センター）のようなデータアーカイブに寄託され，実証

的な政策研究者の利用に供されることが望ましい．
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CorrelatesofCohabitationinEastAsia:withspecialreferencetothe
effectsofeducation

HiroshiKOJIMA

Thisarticlepresentstheresultsofcomparativeanalysisofcohabitationanditscorrelates,

drawingonmicrodatafromthe2009SurveyonComparativeStudyofFamilyPoliciesinEastAsia

(Korea,SingaporeandJapan）andthe2005ComparativeOpinionSurveyonDeclining-Birthrate

Societies(KoreaandJapanonly）,whichwereconductedbytheSectionforMeasuresagainst

DecliningBirthrate,Director-GeneralforPoliciesonCohesiveSociety,CabinetOffice(Japanese

Government）.

Theresultsoflogitanalysesshowthatagesinthelatetwentiesandfortiesandtheirinteraction

withhighereducationtendtohavepositiveeffectsoncurrentcohabitationandcohabitation

experienceinthethreecountries,whilethemaineffectsofhighereducationtendtobenegative.

Theresultsofproportionalhazardsmodelsrevealthatpremaritalcohabitationtendstohave

positiveeffectsonthetimingofmarriageandchildbearingamongJapanesemenandwomenas

wellasSingaporeanwomen,whilepremaritalcohabitationtendstohavenegativeeffectsonthe

timingofchildbearingamongfemalecollegegraduatesinJapanandSingaporebutpositiveeffects

amongmalecollegegraduatesinKorea.

Insum,theredoesnotseemtobetoomuchcommonalityamongthethreecountriesinthe

determinantsofcorrelatesofcohabitation,exceptforafewbetweenKoreaandJapan.The

combinationofcountriesand/orgenderwithcommondeterminantsoftenvariesbycorrelate.

Nevertheless,thenegativeeffectsofageandeducationoncohabitationanditscorrelatesarefound

tobesharedtendenciesamongthethreecountries.Thisarticlealsorevealstheunexpectedresult

that,recentlyinJapan,femalecollegegraduateshavebeenmorelikelytoexperiencecohabitation

intheirlatetwenties,contrarytothegeneraltendencyamongcollegegraduates.
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書 評・紹 介

馮文猛著

『中国の人口移動と社会的現実』

東信堂，2009年3月，229p

筆者は中国人民大学社会学系（学部）を卒業後，2000年より東京農工大学に在席．2009年同大学で
博士号を取得し，現在は，中国発展研究基金会（北京）で活躍されている．第1～3章では人口移動
に関する理論的な分析枠組みが整理されており，第4～10章ではいずれも2006年に提出された博士論
文を下地に，その後行われた調査結果が追加されている．
中国の国内人口移動は，中華人民共和国成立前後から劇的に変動が繰り返されているが，本書の主
な分析対象は，1980年代以降展開されてきた市場経済の導入等をともなう経済制度改革と同時に進行
している近年の動向である．
中国における近年の人口移動は，従来の諸理論に沿った傾向を示しながらも中国特有の制度である
戸籍（戸口）によって規制されている．これらの状況を踏まえたうえで，著者は中国独自の移動メカ
ニズムの解明を試みている．具体的には，中国における現在の人口移動は主として，経済状況の改善
を目指す農村地域の余剰労働力が自身の社会的ネットワークを利用して大都市に流入する現象であり，
この過程において社会的ネットワークと戸籍制度の改革がプラス要因として，地域間距離がマイナス
要因として影響を及ぼしているとする．さらに，社会的ネットワークとは，第一に家族を中心とした
もの，次に大都市で新たに構築されるものであり，前者は転入のきっかけとして，後者は大都市転入
後における社会階層（この定義や中国の実態について詳しい記載はないが）の上昇を果たすうえで重
要な役割を担っていると指摘する．同じ大都市でも，北京市と上海市を目指す農村出身者の動機や就
業状況には若干の差異がみられることも明らかにしている．中国では大規模な人口移動によって若者
を大都市に送り出す農村において様々な問題が顕在化し始めているが，著者は四川省を例にこの重要
な課題についても取り上げている．残された世帯の経済状態，老親介護におけるきょうだい間の役割
分担やジェンダーの特徴，子どもへの影響等を心理的および社会的側面から分析をおこなっている．
これらの結論は著者自らが中国の各地において実施した現地調査の結果をもとに導き出されている．

今日中国において海外の研究者が独力で社会問題に関する実地調査，とりわけ住民に対するアンケー
ト調査等を行うことがきわめて難しい実情を鑑みると，中国の三大都市圏（北京，上海，広東）およ
び9000万人という巨大な人口をかかえる四川省において，それぞれ数百単位の世帯実態を捉えたこの
調査結果自体に，資料的価値があると評者は考える．しかしながら，1億人をはるかに超えるとされ
る中国全体の人口移動の実態を定量的に明示するには，全体で数千人対象のアンケート調査では限界
があることも事実である．調査結果の正確な解釈には冷静な分析力と十分な周辺知識が必要であろう．
ただし，著者自身の中国での実体験と深い知識，ならびに質的事例調査の実施が，結果の解釈に係る
これらの課題を補うに十分だと評者は実感する．
それでもなお，中国の人口移動の実態を把握することは難しい．今後の課題をいくつか考えてみた
い．まず統計上の問題である．人口移動という指標はそもそも人口統計のなかでも定義が難しい．地
理的境界やどの時点で移動が発生したとみなすかといった取り決めによって数値が大きく変わる．中
国ではわが国の国勢調査に相当する人口センサスが全国の人口移動の実態を把握するための重要な資
料であるが，利用できる調査は1982年，1990年，2000年と少ない．さらにこれらの調査ではすべて人
口移動の定義が異なっており，厳密な時系列比較ができない．他方，中国では戸籍制度によって人口
移動が規制されていることから，地域による制度内容の違いやその変更によって実際の人口移動の動
向に突発的な転換が起こっている．戸籍制度改革に関しては第2章で詳しく解説がなされており，大
変参考になるが，今後の制度変更の方向性については予測が難しい．中国では人口移動の増大にとも
ない計画生育（いわゆる一人っ子政策を含む）や住宅，教育や介護等のさまざまな分野において新し
い問題が発生している．
人口移動と他の社会経済問題との相互の関係，中国を取り巻く国際人口移動の状況，中国の人口研
究において人口移動分析の重要性はますます高まっている． （佐々井 司）
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研究活動報告

第14回厚生政策セミナー

「長寿革命：驚異の寿命伸長と日本社会の課題」

本研究所の主催による2009年度の厚生政策セミナーは，読売新聞社の後援により2009年12月22日

（火），東京都渋谷区にある国連大学国際会議場にて開催された．第14回となった今回のテーマは「長

寿革命：驚異の寿命伸長と日本社会の課題」であり，日本をはじめ先進諸国の驚異的な寿命伸長のメ

カニズムと背景要因を探り，社会・経済に及ぼす影響さらには政策対応のあり方について論じること

をねらったものである．多数の来場者があり，午前10時の開会から午後4時30分の閉会まで会場は大

いに盛り上がった．

午前の部は京極高宣所長の開会挨拶により始まり，本研究所の金子隆一・人口動向研究部長が「問

題提起」をおこなった後，2つの基調講演がなされた．金子部長は，①長寿はどのように実現された

のか，②長寿はどのように社会を変えたのか，③寿命はこれからどのようになっていくのか，④長寿

はどのように社会を変えていくのかという4点に着目して本セミナーの討論のポイントを提示した．

基調講演（1）はカリフォルニア大学バークレー校のウィルモス（JohnR.Wilmoth）博士による

「人類の寿命伸長：過去・現在・将来」であり，歴史的な寿命の伸長とその原因，将来の寿命の限界

などについて興味深い考察が述べられた．次にニューヨーク市立大学の堀内四郎教授が，基調講演（2）

「日本人の寿命伸展：原因・趨勢・展望」において，日本人の長寿化の要因について，急速な経済成

長，二重の疫学的転換，伝統的ライフスタイル（食事，衛生観念），所得と富の分配などの観点から

論じた．死亡率改善などのパターンを国際的に比べると，日本はまだ余力があり，将来も高齢の方に

伸びる可能性があるという．

午後の部は本研究所の高橋重郷副所長の司会によるパネル・ディスカッションであり，はじめに3

人のパネリストの意見発表がおこなわれた．まず，齋藤安彦・日本大学大学院総合科学研究科教授が

「私たちは本当に，より健康に，長生きしているのか？：健康状態別余命研究から」と題して報告し，

続いて鈴木隆雄・国立長寿医療センター研究所長が「日本の高齢者の健康問題：疾病予防から介護予

防へ」と題して報告した．さらに南砂・読売新聞東京本社編集委員が本テーマに関しジャーナリスト

の視点から報告した．

この後，3人のパネリストに基調講演者2人が加わり，高橋副所長の司会により，ここまでの発表

を踏まえて，また聴衆からの質問にも答えつつ，突っ込んだ討論がおこなわれた．パネル討論は，寿

命の今後の見通し，寿命の男女差，高齢者と社会のつながり，個人のレベルにおける長寿化の課題，

日本社会の課題，今後の寿命研究の課題など多岐にわたったが，国立社会保障・人口問題研究所の厚

生政策セミナーで寿命（死亡力）が主題となったのは今回初めてのことであり，新鮮な議論が展開さ

れた．最後に，高橋副所長が，従来の人口研究と老年医学との研究交流・コラボレーション，健康寿

命といったいわば死亡力（mortality）の一歩手前の部分の研究に広げていくこと，さらには社会経

済的な要因を加味した研究に進化させていくことの必要性を強調して，閉会した．（佐藤龍三郎記）

日本人口学会第71回九州地域部会

日本人口学会九州地域部会（代表：東博文・鹿屋体育大学准教授）の第71回部会が2010年1月30日

（土）午後，長崎ウエスレヤン大学（長崎県諫早市）で開催され下記3題の報告がおこなわれた．
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1．「女子硬式野球のプロ化に対する現役選手の意識」 橘田 恵・東 博文（鹿屋体育大学）

2．「地域振興における住民基本台帳人口と国勢調査人口」 鈴木勇次（長崎ウエスレヤン大学）

3．「ポスト人口転換と日本人口のゆくえ：超少子高齢化人口減少社会の課題」

佐藤龍三郎（国立社会保障・人口問題研究所）

鈴木教授は，離島の概要（定義，関連法，区分，人口変遷，地域を計る指標）について述べた後，

わが国の有人離島の国勢調査人口と住民基本台帳人口の差および差異の理由についての独自調査の結

果を報告した．住基人口より国調人口が少ない理由として「本土の学校（大学等）に進学」，「本土で

生活・就職」，「病院，福祉施設への入所」，「島での漁業権維持」が挙げられ，他方，住基人口より国

調人口が多い理由として「島の公共事業へ従事で本土から島へ」，「本土から島へ来て生活」が挙げら

れた．佐藤は，長期的な日本の人口動向の説明理論として，従来の「人口転換」論がもはや古典的な

ものとなっており，「ポスト人口転換」という新しい位相に対して新たな理論構築が求められること

を述べた．

当日は，東会員をはじめ，杉野元亮会員（九州共立大学），竹本泰一郎会員（佐世保保健所）など

九州各地から参加者があり，また大淵寛元会長も出席され，活発な質疑がなされた．本会のお世話を

していただいた草野洋介・長崎ウエスレヤン大学教授に深謝する． （佐藤龍三郎記）

2009年出生力に関する国連専門家会議

2009年12月2日から4日までの3日間，ニューヨーク国連人口部において，出生動向とその見通し

に関する国連専門家会議（UnitedNationsExpertGroupMeetingonRecentandFutureTrendsin

Fertility）が開催された．同会議の目的は専門家を一同に会し，各国ならびに地域における近年の出

生動向を精査し，また将来の見通しについて討議することによって，世界将来推計人口の2010年改訂

に資することである．

最初の2日間の会議は，様々な国や地域における出生水準，動向ならびに見通しの報告に充てられ

た．3日目の会議最終日においては，出生率の将来推計に資することを目的に，方法論的課題に焦点

を当て，新に提案された手法に関するパネルディスカッションが行われた．国連側はHaniaZlotnik

人口部長以下，推計および出生力分析関連の職員全員の出席を得，また各国からはTom�a�sSobotka

（ウィーン人口研究所），GerdaNeyer（ストックホルム大学），Hans-PeterKohler（ペンシルバニ

ア大学）などによる動向報告，さらにJohnBongaarts（人口委員会），JoelCohen（ロックフェラー

大学），NicoKeilman（オスロ大学），TimothyDyson（ロンドン政経校），PeterWay（米国セン

サス局）などのパネルによる審議が行われた．わが国からは本研究所金子隆一技官が参加し，日本の

出生動向ならびに見通しについての研究発表を行った．国連人口部は世界将来推計人口2010年改訂に

おいて，本格的な確率推計の導入を予定しており，本会議においてはその手法的技術的討議ならびに

一般への説明責任等に関する議論がなされた．それらに関する全報告論文，講演資料は下記の関連ウェ

ブサイトに掲載されている．

http://www.un.org/esa/population/meetings/EGM-Fertility2009/egm-fertility2009.html

（金子隆一記）
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